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はじめに

小論は，教育財政(制度)研究の側から， 1950年から制度化された地方財政平衡交付金がい

かなる課題をもち，また教脊財政確立にとってどのような役割を果たしたかを明らかにするも

のである。

戦後教育制度改革は，法レベルに着目してみれば， (19) '46年憲法制定を起点に開始され，

'47年教育基本法，間，学校教育法， '48年教育委員会法， '49年文部省設置法により，基本法レ

ベルで、の教育人権規定の改革， 学校制度改革， 教育の基本目的の改革(形成ざるべき人格観，

人間観の改革)，教育事務配分とその管濯・執行形態の改革，教育行政組織・教育行政機関改革

(教育行致事務の監督・管理に関する閣の権限の範聞と関与形態の改革・変更，陸と地方の教育

行政機関の根玄関係の改革)，などがあいついで実現されることとなった。

この場合，教育財政改革の前提としての教育制度改革の法原理として注尽しなければなら

ないのは，①教育事務の性格の転換(関の事務から地方自治事務へという事務配分。これは地

方a治法第2条に集中的に表現されている)，及び@①の性格変化に対応する教育事務の管潔・
執行形態の変化(学校教育法第5条にいう設置者管理主義。教育委員会法第4条， 48条， 49条，
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50 条に士見定する教育行政事務の管理・執行における『地方自治諒理~)，並びに③①，②に対

応する教育教育財政原期(経費の負担区分原則)競定(学校教育法第5条後段にいう設置者負担

地方財政法第9条， 10条， 10の2条， 10の3条， 10の4条， 11条， 11の2条， 12条，前

期第34条などの負担区分原則)である1)。

ところで，戦後の教育財政はその実態の面でも，あるいはその構造，しくみの面でも上に

のべたような教育制度改卒に適合したものとはなっていなかったといわなければならない。す

なわち，一方では実態の面で言えば，周知の戦後インフレによる教育費の破綻状況があり，他

方その構造の閣でも，地方税収の貧弱伎とそれに反して依存財灘・補幼金負担金が大きなウェ

イトを占めるという構造(このこと自体が自治事務への閣の統制の強さを表わすものである)

があり，およそ戦後の各自治事務(国有事務であれ，団体委任事務であれ)の自主的・自律的執

行を行なう上では，旧来の地方財政制度は，安定装置としての機能さえ巣たしえなくなってい

たのである。

1947年からの六・三制建物問題をめぐる混乱， '49年の定員定額問題などは，かかる地方財

政・教育費の状況の中で、起ってくるのである。 rシャウプ投節印日本税制報告審J('49年9月以
下『勧告』という)はかかる地方財政の弱点をつぎの五点にまとめて指摘している。 このまと

めは同時に「勧告」の地方税財政制度改革によって克服すべき課題でもあったといえる。

① 閣と地方団体との問の事務配分が不明確であること。

③ そのため関と地方の経費分担の原期が規定されたにもかかわらず (1948年地方財政法の

採用した事務の性質・利害の帰属程度にもとづく負担区分原則を指す)実際には，地方

団体は閣の事務遂行のため多大の負担をなさなければならなくなっていること。

@ 戦後の自治事務の増大(教育，自治体警察，保健など)は，地方自体の自治拡大を目指す

ものであるが，これらの新しい事務のための財源措置が十分で、なく，地方財政は圧迫さ

まもていること。

④ 地方税制度は独立税主義がとられたが(市町村税は独立性がし、まだ乏しい)，有力な税源

はなお国税として確保され，地方税収入は地方団体の独立にとってきわめて不十分であ

ること。

⑤ 地方債の起債について閣が厳重に統制していること(①~@は F勧告』からの筆者の要

約による)0

f勧告』は結局，これら五つの問題点，弱点のうち，主として①を除いた税財政改革の側

出らみる戦後の地方税財政制度改革を行うことになる。

周知のようにこの改革は，大きく税制改革と財政制度改革(このや心が平衡交付金の提唱で

ある)を柱として進展するが，同時に，平衡交付金制度の提唱は，教育教育財政制度改革として

も重要な意義をもっていたといってよい。

しかし，制度化の当初から地方財政平衡交付金については，教育財政確立を願う教育界や

教育財政研究者からも多くの不安と疑問が出されていた。不安と疑拐の多くは，平衡交付金の

財源の性格とそれに関連したいわゆる“流用間態"に集中していたといえる。平衡交付金実施

にあたって，当時，宗像誠也教授はっき、のように述べていた。

「さて，シャウプ勧告が民主化の基盤としての地方自治を確立しようとする方針は，教育の

立場からも当然肯定されるべきである。……(中語各)……このような方針に対しては反対すべき理

取はない。しかしシャウプ勧告案の通りに一挙に地方分権を進めることに対して教育の立場か
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ら護麗:する見解が各方面から表明せざるを得ないわけは，帰するところB本の民主化の現状か

らみて，それが甚だしい冒険ではなし、かということにある。たとえ地方に有力な財源が与えら

れるからといっても，それで地方の窮乏の経済が農餓の経済に変るはずはなく，その窮乏の聞

にあって，なお教育のような即座に利益をもたらさない性質の仕事に地方自治体が間違いなし

に支出をするかどうか，換言すれば均方自治体の住民が教青に関してそれだけの民主的・自主

的な関心をたしかに持つかどうか危まれるのは是非のないところである。地方自治体はより焦

膳の急に迫られ教育費を後まわしにしはしないか。平衡交付金の中の教育費に充当されるはず

の部分までが他の費自に流用されることになりはしないか。もしも教員俸給費が市町村負担に

なるような場合には，かつてあったようなその支払延期や不払いが起るのではないか。しから

ずとしても教育費は，結局標準教育行政費の最低線に釘づけされ，シャウプ勧告案において奨

励さるべきこととされているような市町村の努力のごときは実際において全く期待され得ない

のではないか。もしもこのような事態が起るとすれば，教育は極めて重大な打撃を受けること

になろう。i)
詳述は避けるが，平衡交付金への否定的評価を含んだかかる主張は，教育財政研究者を含

めて，当時の，王子衡交付金制度下の教育財政に関する，教育界の多かれすくなかれ一致した見

方であったといってよい。しかし問題は，かかる不安と疑問を生みだしたところの平衡交付金，

及びその中での教育費保障のあり方がどのようなものであったのか，教育費の確保，平衡交付

金総額の確保をめぐって何が争われ，どのような対立と矛盾がふくまれていたのか，総じて平

衡交付金の理念と実態(法と現実)との間にし、かなる背離があったのかを正獲にあとづけること

でなければならない。

この作業は一方で王子衡交付金へのなかば否定的な評価の当杏を明らかにすることであると

同時に，吏にすすんでいえば，他方で近年の「シャウプ勧告J，王子衡交付金再評価の潮流と内容

がいかなる有効性をもちうるのかを吟味する基礎作業でもあるのである3)。いし、かえれば，戦後

教育制度改革の発展史からいえば，きわめて運れて開始され，その意味で戦後改革の「軌道修

正jがすでに政治過程において明確になりはじめた時期の制度改革として著しく擾雑な性格を

もたざるを得ない戦後教育財政改革の性格を，教育財政論の立場から一一一これまですくなくと

も教育財政研究はほとんど明らかにしてこなかった一一明確にするための基礎作業として位置

づけられるのである。

ここで課題の検討に入る前に，小論の取扱う対象を限定しておく。平衡交付金の再評締，

戦後教育財政改革の全体的性格を明らかにする作業は，少なくとも対象のもっすべての側面(総

額，積算内容，王子衡交付金下の自治体財政，平衡交付金制度の形成した機構など)について行な

われる必要があるが，小論では，このうち平衡交付金については r総額問題Jに限定しなけれ
ばならない。従って平衡交付金総額を規定した各年度の「地方財政計踊J分析，及び平衡交付

金と対立関係にあった補助金・負担金の整理(のち復活)の問題，教育財政の側面でいえば，教

育費の基準財政需要額の分析に限定されることとなる。

〈注〉

1) 戦後教育立法の中での教育財政条項としては，策法第26条教育基本法第3条， 4条などが護ちにあげら

れるが，留と地方の財政関係を規定するものに禁日すれば本文のものがあげられる。

2) 文部省調査室長及局編『教育要覧Jl(1950年版・持率通信社)9ベージ。

同じ不安と疑問は内藤幸会三三郎 f教育財政論Jl(持率通信社昭和25年)でも次の5点にのべられていた(雲監
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者の婆約による)。同番64-65ベ{ジ。

① 自治体問の財政調整はなされるであろうが，教育の妥当な水準が維持されず，機会均等が保隊されな

いであろう。教育費は流用され易し、。

② 法律によって学校基準を鱗定しても，財政的保障がなくてはこの基準は保隠されるであろうか。

③ 2寄付金の削減は教育費の削減によりなくなりはしないであろうのこのため教育は P.T.Aなど外部勢

カに支配されがちになる。

④ 文部省i土地方教育授にたいする発言権をうたって，会関教育の妥当な水準を維持する資任を来たせーない。

⑤ 教育委員会の財政権i工，全く首長，議会部局に支配され，教委の存在価値は否定されることになるの

3) 1950年末-'60年初めの f勧告』再評価の学説史的整理ーについては，さしあたり吉国E堅太郎「シャウプ

勧告の再評価についてJ(鈴木武機先生還暦記念論集 f経済成長と財政金融JI1962年・三塁誠堂所収)を参
隠してもらL、たL、。

第一章 地方財政平衡交付金の出発と 1950年度の教育財政

第一節 『シャウプ勧告』と 1950年度当初における平衡交付金総額開題

『シャウプ勧告』によれば， 1950年度の王子後交付金総額及び地方財政計画として以下の内

容が勧告されていたく表 1-1)0 ~勧告』は，地方財政歳入歳出規模を， 4，250 億円と見積り，地

方税の 400館内増を前‘提に，配付税 580億円(正確には， '49年当初の予算分で577億円。補正

分を含めた最終的実績は 667矯円)の廃止に代る平衡交付金 1，200億円の創設，地方佳の純増

170龍円を勧告している。

ところで『勧告』の地方財政計画は，戦後の激しいインフレ，自治体に課せられた新しい

行政事務の増大を十分賄いうるものであったで『あろうか。この点について『勧告』は否定的で

〈署長1-1> シャウプ勧告による 1950年度地方財政計額i (単位・億円)

工)放 出 3，760 4，250 490 

:江)歳 入

1.地 ブ1 税 1，500 1，900 400 

2。国際支出金 1，430 1，680 220 

公共事業費補助 300 l>. 50 

配付税 ム580

王子 宮海交付金 1，200 1，200 

3. 純地方僚 180 350 170 

4. その他(使用料・手数料など) 250 250 

5. 災害復旧費国際負担 (200) (200) 

6. ，'.)- H 金 400 100 l>. 300 

高気 入 d日L 首十 3，760 4，250 690 

備考 1 自治翁「地方財政奇異j度資料」第4巻 89ベージから作成。

2 公共事業費補助のうちには，失対事業関係の国の補助金はふくまなL、。

3. 災主害復旧費については「勧告」は全額国庫負担の立場をとっているから， 25年度は，地方問

金l主，実質的に 200億円の負担滅・歳入機となる。 カツコはそれを示す。 (W勧告』第1巻21
ベージ参照)。
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ある。 f勧告』は， 1950年度の地方財政はひかえめなものになると認識していたのである。こ

のことは， 11勧告』の平衡交付金1，200億円創設にあたって次の諸前提にたっていたことから現

らかである。

①戦前の地方財政規模を， 11933 年~34 年度から， 1935 年~36 年度開の地方団体の全歳

出は，平均24億円であり， 1936 年~37 年度から 1940 年~41 年度開の歳出は平均 27 億円であ

ったJ(11勧告』附録第三巻 A-14)とおさえた上で，これらの競模を戦後の物価指数で換算し，

その額は， 14，000億と 5，000穣の間にあるであろうJ(間前)としたこと。

@一方，昭和24年度の地方団体の突支出額を 3，500億円と見積ったが('49年がドッジ予算

によって地方財政の異常な庄縮が行なわれたことに住意して欲しし、)， 1これは， 調整した戦前

の最も控え目な見積りよりも実数においてかなり低いものであるJ(向前。傍点は築者のもの)

ことを認めたが戦後の地方財政が「戦争関係の費用，教育，警察，および消防の地方団体への

委譲並びに人口増加の結果，地方団体の責任が機大したにもかかわらず、J(間前)， 1地方団体は

戦前に持っていたよりもかなり低い実際購売力しかもっていないのであるJ(同前。この部分

は筆者の訳による)としたこと。

③，①，②をもとにして '50年度の地方歳出は， i)新しい責任にもとづく費用の負摂増一一

特に教育，警察，消防，戦災復!日を『勧告』は挙げている一ーを果たし(岡部 A-15)，ii) 1地方

歳出の水準を戦前の水準に引きあげJ(間前)， iii) 1加えるに費用及び人口の増加に対し，控え自

の割当をするJ(持前)，などを考癒に「すくなくとも 1，000億円の着実入増加を必要とするであろ

うJ(同前)と推定したこと1)。

ここで注意しておかなければならないのは， 第一に『勧告』の平衡交付金 1，200j億円案は

「調整した戦前の最も控え目な見積りよりも実数においてかなり低い」地方財政規模を前提に

して，し、いかえれば，一方でドッジ安定政策による '49年の超均衡予算の地方財政圧縮(この最

も顕著な現われが配付税半減，六・王制補助金額打切りである)の基調を '50年度においても受

け入れながら(国庫予算は， '49年補正と一本化していわゆる“15カ月予算"として編成されて

いる)，しかし他方で， 11勧告』の任務であるところの日本の地方自治強化(その背後には日本民

主化政策があると『勧告』はのべている)のために，地方財源拡充(地方税収強化，地方独立税

強化)と財政構造，歳入構造の自立化(補助金廃止と平衡交付金創設)という財政商からの援助・

改革を目指したものであることである。

とくに後者の側面に着目すればJ勧告』の地方財政計画によれば，一般財源の比重は， 1949 

年度2，080億円(地方税プラス配付税)から '50年度3，100億円(地方税プラス平衡交付金)へと

著増し歳入全体の中では， 55%から 73%へと高められている。かかる面が，端的に『勧告』

が「地方自治の視点からみて高く評価されなければならないi)とされる所以である。
第二に確認しておきたいのは，平衡交付金 1，200嬉円案が第一に確認した財政構造， 歳入

構造をかえていくにあたって最少限のものであることである。本来パ削減前の)地方配付税は，

1949年度においてすでに856億円とされていたことからすれば， '50年度の平衡交付金は最少

限のものといわなければならない3)0 '49年の配付税の法定どうりの配付額856億円に '50年に

おいて『勧告』が廃止・整理をめざした補助金をあわせると， 1，200龍円をこえてしまうので

ある。また『勧告』の推計した地方財政規模を含めて， 1地方財政計画jがこの当時，決算と比

べてみると過少にみられているから，この点からも f勧告』の王子衡交付金案は最少限のものと
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いわなければならない。 ちなみに '49年度の普通会計の決算は， 歳出規模で3，915億円の実綴

を示しているが4)lf'勧告』ではこれに相当する分を 3，760鰭円としかみていないく表 1-1参照〉。

次に，平衡交付金総額をみていく場合重要なのは， lf'勧告』の示す補助金の整理・廃止構想、

である。補助金整理は， lf'勧告』にとって， r簡の支配を減じていく J(lf'勧告』第一巻 19ページ)
上で，まず第一に着手しなければならない課題であったといえる。『勧告』によれば， 国庫衝

助・負担金は850器円から 450穏円まで整理・蕗止される予定であった。廃止・整理された補

助金は一部をのぞいて平衡交付金に吸収されるのである。『勧告』の整理・廃止構想を示せば

く表 1-わである。『勧告』はこの廃止・整理された補助金負担金を平衡交付金に振り替える構

想であったから，平衡交付金 1，200龍門案は補助金整理・廃止と直接連動していたのである。

以上が『勧告』における地方財政計画であるが，これに対して 1950年度(最終)r地方財政
計睡Jは以下に示すように f勧告』のそれとは著しく相違するものであったく表 1-3)0 (最終)

f地方財政計画」の問題点、を『勧告』との対比でみると，第一に国庫補助金の整理が『勧告』に

〈表1-2) IF勧告Jによる国庫支出金整理構想 (単位・億円)

補助金・負強金の種類 24年度

全額補助金種 (130稜) 100 

一部補助金 (210種) 370 

公共事業費補助( 重量) 350(330)注)

合 五十 850 

備考 『シャウプ勧告』第一巻27ページから作成の
注) 附属文芸書 Aでは330億円となっている。

25年度

O 

150 

300 

450 

く表1-3) 1950年度議終地方財政計額i

一~

整理率

(%) 

100 

62.5 

16.0 

47.。

(単位・億円)

区分
25年度 『勧告Jとの比較

工)歳 出 4，887a) (567) 十627

立)歳 入

1.地方税 1，908 十 8

2. 簡医事支出金 2，036 (9) 十356

-普通補助金 十 90

-公共事業費補助 十406

-23 

災答 (十229)

-失対毒事業費補助 40 十 40

-置と 付 税

-平衡交付金 1，050 -150 

3. 地方僚 300 (90) 

4. その他 643b) (468) 十393

五葉 入 合 言十 4，887 (567) 十627

注) a) 普通会計分と公営企業会計分の合計ー(カツコは公企業分)。
b) 縁遠会計分のみ(カツコは公会業分)。
自治省 f地方財政制度資料』第4著書90ベ{ジから作成。
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比べて極めて不徹底であること，第二に，王子衡交付金を F勧告』より 150億円減らし， 1，050億

円としていること，があげられる。

ここにみられる補助金整理の不徹底と平衡交付金 1，050億円案とは， 一体の興部にあると

いえる。 当時，補助金整理は， ~勧告』をうけて r当初，地方自治庁が考えていた平衡交付金

への按替補助金は， 143種，約500億円jめといわれていたが「国庫補助金の整理が思うように

すすまないl)との国会での政府説明に明らかなように，その後補助金整理は後退し，結局この
1，050鰭円案の提出となった。

この(最終)r地方財政計画Jの直接の基礎になっているのは， If'勧告』直後に出される大蔵
省の「地方財政計画J(1949年 10月)であるく表 1-4)。この大蔵省案は，第七回会できびしく批

判された平衡交付金 1，050億円案であるが，これと比べてみた場合にも(最終)r地方財政計鶴J
の補助金整理の不徹庇性は一騎明瞭となるといえる。とりわけ，公共事業費補助の整理が著し

く後退していることに着目しておくべきである。補助金全体の整理・廃止は上のように後退し

ていくことになるが，つぎにのベる文部省所管の教育関係補劫金についていえば，教育関係補

助金は，公共事業費補助(中心は6・3制建物補助)を除いてほぼ全部が平衡交付金に吸収されて

いくことになるの教育補助金は祷助金全体の中ではむしろ整理廃止が進展したといってよい。

ここで補助金整理の状況をまとめておけばく表トめである。

この状況をみるかぎり， If'勧告』の補助金整理構想はほぼ“破綻"しているといわざるを得

ない。このことは逆にいえば，当時の中央政治の抵抗の大きさを示すと同時に，平衡交付金が

発足さ当初からこのような中央政府の話抗の中で出発せざるを得なかったことをわらしているの

でああるく補注入 とくに『勧告』が強く批判した全額補助金についても 22.9億円(前年度の

25%にあたる)が存置されることになったのは，むしろさ当時の中央政府の性格が『勧告』と対

立的なものであったことを端的に示しているのである。

〈檎i主〉 今日，王子衡交付金制度を，全体としてどのようなものとして規定するかとし、う場合，欠かせない

のは，平衡交付金制度(及びその法)合運用した中央政府の政治的性絡の問題である。最近，池上淳氏

〈表1-4) 地方財政(歳入)計画(大蔵省・ 1，050億門家)

(単位・億円)

年度・比較
25年度 『勧告』との比較

1.地 ブJ 税 1，908 十 8

2. 悶 ff11支出金 1，607 43 

普ー滋補助金 280 +130 

公共事業主妻橋助 277 - 23 

配 付 税

王子衡交付金 1，050 …150 

3. 純地方債 230 -120 

4. そ の 他 (543)a) 

5. 災害復!日夜顔庫負担による地方負担減 42 -158 

6. 寄付金廃止による収入減 -300 

主主) 1. Ii'地方財政制度資料』第4巻89ベージより作成。
2. 表中 (a)は，主として函民健康保険事業費及び公営事業費の加増(使用料・

数料の土蔵加)に伴うものであるから歳入増に入れない。
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〈表1-5) 1950年度補助金・負担金整理状況 (単位・億円)

24年度 25年度 土民 減
負担金の種類

1.普通補助金 547 278.9 A 267.3 

五主綴補助 94.4 22.9 A 71.5 

部補助 451.7 255.6 A 196 

定額補助 1.2 0.94 A 0.28 

2. ~ ~E 聖堂 4.7 57.4 55.7 

3. 公共事索後補助 414 706 292.2 

災答 219.5 429.2 209.6 

合 計 962.8 1，043.5 80.6 

注)大蔵省『閣の予算jJ(25年版)58ベ ジからf'F成(間年度とも=予算額)。

が王子衡交付金と民主主義的中央集権の関連について， r例えば，平衡交付金制度などは，それ自体とし
てみれば，中央集権的な租税の徴収を手がかりとしながら，地方自治の基礎をつよめようとするかぎ

りでは，込先占品、あ舟2拍i皇~会呉圭圭~出荘キ央生産み芳ふ1J解決i-~手ぷヵJり~、みZ。また国庫
補助金制度もその交付金の基準が公正であり，客観的で，国民生活の向上を保障するならば，民主主

義的中央集権制度の手がかりとすることがで、きるJ([j'地方自治とシピノいミニマム』自治体問題研究社

1978年19ベ{ジ)とのべているのは，平衡交付金制度を運滋したさ当時の中央政府， 1認の行政機関の性

格，財政民主主義の発展度，国の資金国庫財政の性格，なかんずく平衡交付金とぷtJし~t::..菌の経校
(例えば補助金)の支出構造，悶の財政政策の性格なと、の分析とむすびついて平衡交付金の性絡づけ一

評{阪がおこなわれなければならないことを示唆している。

歴史的には，お恭彦氏が 1956年の論文「地方自治擁護の論理J(京都大学.[j'経済論議jJ78巻3

号)において，それまでの氏の「民主的中央集権論」の徹回一!日著の自己批判を通じて，一方で中央

の民主的改革を地方自治の民主的徹底の方向で考えげ中央一地方を通じる民主主義"の後日目から，

“現代的(民主的)地方自治"の提唱)，他方で王子衡交付金を「独立税によって自立しようとする地方自

治体が平衡交付金の増額を要求することは何等矛盾ではないJ(問論文8ページ)とする平衡交付金評

価を行なっていたことが注目されなければならない。司王衡交付金制度がどうL、う性i憾の中央政府・集

中した権力によって遼蛍されるかが重大な問題となるであろうとの予測はすでに地方財政委員会の山

下晴男(当時地対委財務総財務課)が，平衡交付金の本来の機能の突混が，制度の一周の整備充実に

よって「事情は自ら異って来る。(けれども一筆者)二ve4"1&ゐ長丹生命金ゐ主告ら品f:n::.ふふ3そよ
るJ([j'府県rl1fflJ村の金融と会計jJ19501'j三11月号ー「地方財政平衡交付金制度概説J16ページ。傍点は

筆者)とのべていたことにもあらわれているといえる。

また，当時の王子衡交付金運営の上に実質的カをもっていた占領主容について，補助金控環に関述し

ていえば，補助金経理に反対する日本の各省庁(文部省が強力な反対者であったことはのちに触れた

い)ばかりでなく，反対した各省庁に対応した可令部の音s局もヒモっき補助金を存重宝したい意、向であ
ったといわれる。これらの部局は， NRS (National Resource Section)， PHW (Public Health and 

Welfare Section)， CIE (Civil information and Education Section)などであるといわれている

([j'昭和財政史jJ16巻403ページによる)。ここに現われている事実は，平衡交付金の評価にあたって占

領政策の性格づけの視点からの検討が必婆であることを示している。
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第二節 “積上げ"方式の流産と地方財政平衡交付金法の運用

ところで以上で検討してきた平衡交付金総額の決定過程が平衡交付法にもたらした結果に

ついて触れておきたい。

まず，関連する法の定めをみておくの 「地方財政平衡交付金法J(昭和25年5月30日法律

211号。以下『法』という)によれば，乎衡交付金総額 (1950年及び '51年度は普通付金)の算定

についてつぎのように規定している。「普通交付金は，毎年度，基準財政需要額が基準財政収入

額をこえる地方団体に対して交付するJ(第10条1項)。すなわち，各自治体への交付金はJ‘普

通交付金口基準財政需要額一基準財政収入額"の算式で求められるわけで、ある。こうして求め

られる交付金を全閣の自治体について測定し全国の交付金総額とするのである。この方式が

総額算定についてのいわゆる「積上げ方式Jと呼ばれるものであって，配付税との決定的相違

とされるものである。

『法』によれば r積上げ方式」についてつぎのように規定している。「留は毎年度，各地方
団体が提出する資料に基づ~，すべての地方匝体について，この法律の定めるところにより，

財政需要額と財政収入額とを測定し，財政需要額が財政収入額を超える場合におけるさ当該超過

額を補てんするために必要立つ充分な額を地方財政王子衡交付金(以下 f交付金』という。)とし

て，閣の予算に計上しなければならないJ(法第3条①)。さらに『法』によれば，先の算式のご

つの要素である基準財政需要額と基準財政収入額についてそれぞれその内容を規定している。

「基準財政需要額，各地方団体の財政需要を合理的に測定するために，当該地方団体について第

11条の規定した額をいうJ(法第2条窃号)。これは具体的には， If'法』第11条によれば， (基

準財政需要額出掛定単位×補正係数×単位費用〕で求められると規定されている(基準財政収

入額については法第2条5号及び第四条に規定している)。

先に結論をいえば，第一節で問題としてきた平衡交付金総額の決定は，かかる f法』の定

めからいえば，全く法とかけ離れる形で行なわれ， If'法』の趣旨は生かされなかったといって

よいく補控〉。

〈補注> Ii'勧告』も初年度及び1951年度においては交付金総額の法定について完全な積上げが実現される

とは考えていなかった(例えば『勧告JlAppendix A-21)しかしその場合においても，平衡交付金が

より現実の地方団体の財政需要に合致するように発足すべきであるとして， 1，200億円安最少限必要

なものとして勧告したので、あるこ。このとは前にのべたとおりであるの

つまり平衡交付金総額がまず，政治的に決定され，ついで基準財政需要額及び単位費用が

そこから逆算されるという転額iした方法がとられたのであるのこのことを単位費用についてみ

ると， If'法』第14条1項は法律によって規定されることとなっているが， 1950年， '51年震にお

いては法定主義がとられず地方財政委員会現則に委ねられることとなったのである(If'法』附則

7号。なお測定単位，補正係数についても， If'法』はその種類を定めたのみで，具体的数値はす

べて地慰委規則にゆだねられている)。

かかる操作は，基準財政需要額と単位費用との関係に最もよく現われるから，この関係を

やや詳しく述べておしまず， r地方財政計画J上， 1950年度の地方財政規模は4，485億円とし，
そこから平衡交付金以外の国庫補助金，起積収入，使用料，手数料等の雑収入(これらはすべて

特定財源)を差引し、たものが，地方税収の 1，908億円と，あらかじめ上から決定されている平衡

交付金 1，050器内との合計2，958億円とされた。これ(2，958億円)が全地方団体が標準税率一ば
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いで徴収した場合の財政需要額となる(標準税率一ばいで部定した財政 額という意味で当

時これを標準財政需要額と称していた場合もある)。ところで平衡交付金法第14条②項によ

れば，単位費用は，基準財政収入額に相当するもの以外のものを財源にすべき部分，すなわ

ち地方団体が標準税率で徴収した場合の地方税収入の 30%に相当する部分を差号IIt、て算定す

ることになっているから，基準財政需要額は，地方税収入(見込み)1，908億円の 70%1，335億

円と交付金 1，050鰭門との合計2，358億円となる。 さらにここからお， 26年度にかぎって交付

金の一割が特別交付金として普通交付金から除外されるから(~法』隙則@)， 1950年度の基準

財政需業額は， 1，335億円プラス交付金の 90%945億円の合計2，280憶円とされたのである。

かかる操作による基準財政需要額の圧縮は，つぎに単位費用の圧縮をもたらし， ~法』に規

定する単位費用の性格一「標準的な条件を鯖えた地方体聞が合理的Jiつ妥当な水準において地

方行政を行なう場合における測定単位あたりの費用を基礎として法律で定めるJ(~法』第 14 条

①傍点は筆者)という性格ーをゆがめるものとなるいずれにしても，王子衡交付金は総額の菌か

らみた場合，第一に早くも『勧告』の示した最少隈の大きさを犠保できなかったこと，第二に，

そのことは，当初から平衡交付金法の定める「積上げ方式Jの規定が，事実上無視されるとい

う法と運用(実態)の背離という事態をもたらしたこと，第三に，この背離は，具体的には基準

財政需要額とその要素である単位費用の中にそれぞれの圧縮という形で集中的にもちこまれ，

この点でも法の規定が歪められたこと，第四に，平衡交付金の運営の中心機関であった地方財

政委員会，及び間会に期待された機構上の民主主義が結論的には，中央政府の“抵抗"の前に

ついに充分発揮されなかったことなどの諸問題を指摘することができ，平衡交付金はこうした

事態の中で発足したのであるく補注入

〈補注〉 王子衡交付金総額について集中的に審議された衆・参議院地ガ行政委只会ではJ二の問題点のうち，

第二点の王子衡交付金法の歪曲とし、う問題に関しては，ほとんど論点となっていなし、。しかしこの点

は，まさに(中央)政府の行政活動・財政行動を法律によって規制するという財政民主主義の原tlIJにか

かわる問題であって，玉門街交付金制度の形成する諸関係のうちには，当然， I翁権の議高機関性を体現

する議会一閉会の法を通じた執行機カの規制とし、う機機上の民主主義が予定されていたのである。

それに関連して補足的に言えば，先のく手荷主iつでも触れたが， I道会， J也対委の要求が当時の中央

政府，官僚制の抵抗と反対の前に，実現できなかったことは，王子衡交{、J金制度の評備にかかわって重

要な論点となる。さらに 1950年度補正時についてF言えば，補正による平衡交付金増額修正要求(地財

委)に対して， G.H.Qが最終的に反対したという事実(鈴木武雄In見代日本財政史』下巻の2，521ペ

ージでは地方財政委員会の平衡交付金案が「関係方面の了承をえられなかった」とL寸場合，関係方

面とは G.H.Qであったことを示している。尚，この点については，荻間保『地方財政制度』昭和26

年・学揚書房をも参照して欲しし、)は，当時の占領政策の政治的性格， G.H.Qの性格，日本の中央政

府の性格を全体として明らかにする作業を必婆とするであろう。 1950年度の補助金整理にあたって

すでに内部にヒモ付補助金存置の方向が出ていた議実にれは第五章で若干触れる)は，すでに， s!
ゐ出金~1主あ歯止ふλtそも， G.H.Qの性格が一様でなく，すでに様荷な政治的性格をもっていたこ
とを意味している。この点からみても，占領政策の性務づけはその時期区分とともに不可欠の作業で

ある。

第五節 平衡交付金による教育費保湾と教育補助金の撃現・廃止

さて，つぎに 1950年度の教育費，教育財政，とりわけ王子衡交付金の中で教育費がどのよう

にして確保されたのかについてみていきたい。
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(一) まず平衡交付金に吸収された教育費

関係の閣の(文部省所管)補助金，負担金はく表

1-6)のとうりである。 261億円が吸収されるこ

とになっている。

1950年度の文部省所管当初予算は約463億

円(公共事業費 55t意円含む)であるから，この

うち57%近くが王子衡交付金に吸収されたわけ

である。この結果，文部省予算は，文部本省，

文部各庁，国立学校，研究所等の予算のみにな

り(総額で146億円あまり)，国庫予算総額の 2%

強(関節予算は全体で約 6，600館内)を占めるに

すぎない地位になる。公共事業費を含めても

3%にすぎない。

ところで吸収されたとしづ場合，従来闇庫

負担金ないし補助金が交付され，罰が重大な関

心を示していた経費は，平衡交付金の中に優先

的に吸収され，全額，基準財政需要額に見込ま

れることになっていた。く表 1-6)のこれらの捕

助金はさ当時 rA (系統)補助金」と称されたもの

〈表1-6) 1950年度において廃止予定の
教育費の補助金・負担金

(単位・千円)

教育設檎助金・負担金 (A系統) 金 額

1. 主義務教育夜間際負担金 25，508，751 

中学校分 9，262，532 

盲・ろう学校分 107，217 

定時制j高等学校分 666，996 

2. 公立学校共済組合費檎助 611ρ65 

3. 教育委託後補助 57，942 

~・ろう学校分 1，946 

4. 教員保養所事業毅補助 7，550 

5 文教物資取扱費補助 5，348 

合 ;十 26，190，656 

注) 内藤孝幸三郎『教育財政.Jl205ページから
作成。

で，全額，平衡交付金に吸収されたのである。いわば，教育費の中でも，経費の種類 (A系統

から E系統まで)によってランクづけが行なわれたのである6)。

この吸収のされ方を単位費用積算の基礎の中でみてみよう。ここでは義務教育費国庫負担

金の吸収のされ方を併としてとりあげる。義務教育費関康負担金でみている市町村立小，中学

校及び市町村立定時制高等学校の教員給与費は， 都道府県が負担者であるから(市町村立学校

職員給与贈担法第一条)，問題は，都道部県分の小学校費，中学校費及び高等学校費(定時制高

校分)の単位費用である。

これらの単位費用の算定基礎は，く表1ーのである。示されるように， 1949年の義務教育費

国庫負担金の実績をベースに，全体として 30億円ほど増加した 1950年度の義務教育費問庫負

担金分にあたる 255億円(小，中，定時制高校の合計く表 1-6)参照)の 2/1ないし 10/4が全額，

基準財政需要額としてみこまれ，単位費用が出されていることがわかる。

都道府県分の平衡交付金で措置されている教育費はほとんどが義務制諸学校の教員費であ

るが，教育費の保樟・確保のしかたとしていえば， A (系統)補助金(その最大のものが今みた

義務教育費国庫負担金である)を擾先的に保障しようとする方法は，第一に， A補助金以外の

ものの極端な庄縮を，したがって第ニに，その圧縮がなされる経費が市町村分に多いことから，

市町村分の教育費(給与費以外の需要費，児童・生徒経費)に圧縮が集中して加えられるであろ

うことを生み出す(この点は後述)。

つぎに， A補助金として優先的に吸収されたものの大きさが問題となる。周知のように，

昭和 1949年度においては，義務制小，中学校の給与費は，義務教育費関庫負担法の定員定額制j

への移行(実施は 1949年1月から)によって，大きな打撃を受けた。定員の簡についていえば，

小学校の場合，およそ 1948年9月段階の定員相当に，中学校では， '48年12月段階の定員相当
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〈表1-7) 1950年の乎衡交付金における，小学校設・中学校毅，及び

高等学校費の単位費用絞鋒基礎(都道府終分)

① 小学校後単位費用意雪築基礎(表1…7の①)

工)小学校費

A 補助分

1.学校当

30，778，842千円 1+(その他)861，908千円出31，640，750千円

(教員口a) 事務職員など)

[ aのー i aX -2= 153.3倦宇内154億円 j

138，300門(校長給及び続日i立手当)

138，300 x 25，188 (校分)出3，483，500千円

(31，640，750千円一3，483，500千円)+2ぉ 14，078，625千行

2. ~学級当 14，708，625千円十257，851(締疋後の学級数)=54，600門

3. 児童数当 14，078，655千円十11，458，158(補正児愛数)=1，224 Fl 

(学級当と児童数当とのウエイトとは 505もずっ)

② 中学校費単位費用穣築基礎(炎 1-7の③)

II) 中学校受

A 補助分

[ bγ礎
bX-;;=9.25 !!i円寺92!)な円

1. ~学校当 148，000 F可(校長給及び街日政手当)

148，000x 12，875 (校分)=1，905，500千円

(19，641，614 -1，905，500)十2= 8，868，057 

2. 学級当 8，868，057 + 114，564 (補lE学級数)=77，410円

3. 生徒主'3 8，868，057 +5，210，440 (補正生徒数)=1，702門

(学級当と生徒当りのウエイトは 505もずっ)

③ 高等学校要望単位費用積算基礎(定時制・全日制含む)(差是1-7の③)

班)高等学校費

A 補助分
6，677，490千円

(定持制高校教員)

十(そのft!l)5，579，337千円出7，246，872千円

(ニc) 高校教員，その他職員)

lc?礎
cX…"'=0.64億円キ6.6億円
10 

7，246，827千円十1，659，452(補正生徒数)ニ4，367内

(高校重量の訊H定単位は生徒数一本)

注) 内藤幸幸三郎 f教育財政』ベージ上り作成。
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にそれぞれくぎづけされることとなったので、ある。 これに関わって， 1949年度補正で， 2.82銭

円の義務教育費国庫負担金が増額されたが，この分は，小，中学校の教員増にあてる分ではな

く，小学校6，565人，中学校3，785人分の整理分(退職その他)である。

これに対して， 1950年度の予算上の義務教育費国庫負担金相当分は， '49年度実績プラス

鰭円 (255龍円)とされ，これによって「小学校の教員数は， 見叢数50人に付1.35が1.5に，

中学校の教員数が生徒 50人に付1.7が1.8に復元しl)，吏に， 1949年度においてほとんど措置
されなかった結核教員分として別に教員総数の1.33%分確保されることが予定され，予算上で

いえば復元分，結核教員分をあわせて6万人がみこまれたのしかし，実轄には，すでに， f前年

度予算人員よりは(地方での実人員は一一筆者)2万数千超過してjいたのであり，しかも「給

与の平均単価が予算単価より 2百円乃至百円上廻っている関係上J この予算では， f2， 3万程

度の新規増員jめを可能にするにすぎないのである。

つまり， 1950年度において平衡交付金中に確保された教員給与費は，定員定額時にくらべ

て，わずかに 2，3万人程度の新規土援をカヴァーするものにすぎないのである。

ここで問題となるのは， 1950年に廃止され，上にのべたような形で吸収された義務教育費

国庫負担金の中に盛り込まれた教育政策上の内容である。 255億円によって小学校，中学校の

教員定数がそれぞれ1.5/50，1.8/50に復元したとはいえ，このこと自体，国による教員定数管理

を意味する。しかも，この国の政策では，教員給与費が A補助金として優先的にみられている

結果，市町村負担とされた fその他職員Jの配置は不充分となるわこのことも平衡交付金の中

に貫かれた国の教育政策を意味する。平衡交付金はこのような国の教育政策意思を含んだ教員

給与費をベースにして，それを基準財政需要額の基礎として採用しているのである。かくて，

このような形で，教育財政確立のシステムとして平衡交付金が発足せざるを得なかったのは，

いうまでもなく，あらかじめ総額が上から政治的に規定されたことが指摘されると同時に，こ

こには，なにを，どれだけ基準財政需要額にもりこむかは，閣の教育政策の質と議の具体的な

現われでもあることが示されているのである。ところで上にみてきたような，基準財政需要額

にどれだけみこむかを経費によってランクづけするという操作は，当然ことながら平衡交付金

制度があくまで乎衡交付金の交付とし、う形を通じた間庫による教育費のヒモ付き的保障制度で

あるという観念，つまり特定補助金ではないが全般的な補助金であるという観念を生みだすこ

とになる。かかる観念は，教育費についてだけでなく，当時，国の行政機関の広範な認識とな

っていたといってよいく補注入

〈補注〉 ここで平衡交付金の性格にかかわって，何らかの形で王子衡交付金を地方財政にたいするヒモっき

保隊とみなす考え方は，王子衡交付金法の制定過程 (1949年10月初旬から法案作成作業は開始されてい

るの自治省、「地方交付税沿革史J20ページ)にもすでにあらわれていたことを想起する必要がある。

1950年1月初日にはiざれる『地方財政王子衡交{す金法案姿綱Jl(これは結局， G.H.Qの反対で、成立しな

L うにみられるようなr(2)泊の行政機関は，地方間体がffilの要おする毅度の行政を行なうための経費

を交出しなかったと認めるときは，地方母体に対し，必要な勧告を行ない，勧告に従わないときは地

方自治委員会に対し交付金の不交付又は返還の請求ができることJ(同『要繍Jl5項(2))との規定，す

なわち，基準財政需要額が地方予算を拘束するという規定，あるいは，地方図体が基準財政需要額を

下回って予算支出をしている場合の問の行政機関の勧告権規定，更に，勧告にしたがわない場合の交

付金返還，削減などの¥tiU裁規定は，上の考え7]"の現われである。

また，王子君主}交付金法制定過程では，文部省の予定した「標準教育費法案J(1950年2月1413閣議
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決定されたが，可令部の地方財政妥員会設泣にかんする 5月lls{J"ッカーサ-3絡による反対に瓜
的iL，I長会上程は流れた。この U}l加については， WU{l和財政史JJ16巻390-393ページ参照)のよ

うな，平衡交付金j去の枠外から別のìidlr.によって平衡交付金をヒモ{~守財源にしようとする考え)j ，

あるいは，上の『要綱』のような地方予算約米という考え方が，いずれも当時のi認の行政機関の平衡

交付金への抵抗の形態であることにìt日したいのやJ じような~~え土iは内藤誉三郎にもみられる9) 。

つぎに文部省所管として存寵された補助金と平衡交付金との関部をみておく。

義務教育費国庫補助金が廃止されたので，存置されたものはきわめて少額であるのこれら

の様子安 1950年 '51年度について示しておくく表 1-8)。 問時に比較のため， '49年度の補助金

一覧を掲げたく表 1-9)。く表 1-8)によれば，存置された補助金は，奨励的補助金と龍時的補助

金であるといわれている10)。しかしこの点は，なお当時の閣の教育政策，法との関連で吟味を

く表1-8) 1950， 51年度において存主主された教予言補助金一覧 (単位・千円)

一一一一一一一-----一 年度及び増減 .-.r- t..-; t:6::: 

~ 事 項 一一一一」ご三二土二一 25年度 26年度 | 溶 減(，，)

1. 幸義務教育無償促進二(教科室誉棄E程 変-I 

2. 寄ろう学校就学奨励草壁檎幼 14，846 I 

3.認定講習研修費椀助 (193，899) 

4. 通信教育費補助

5.教職員傑{窓管理

(教員保養所印刷

教職員保健管理費補幼

6. 公民館遼営費補):I;J)

7“ 図議官富巡営費補助

8.教育財政調奈

9. 公立学校設備費補助

10.教科惑展示会補幼

11. その他(臨時年末手当補助)

(1-11の合計)

12. 公共事業費補助

(1) 6・3~担j学校建築費補助

(2) i!1f.ろう学校建築費補助

(3) 公ll.学校戦災復!日費補助

(4) 図書事飽き整備費補助

(5) 公民館整備費補助

(6) 公立学校災警告~I日後補助

(クレ明分

ジェン・キジア台風分

(7) その他

((1)-(7)の合計)

750 

間

一

勺
4
ィ
l

，dB
S
Z

‘、

19，107 

7，563 

43，143 

5，541 

(727，433) 

90，951 (921，332) 

4，500，000 

(制iこ合ts未定)

107，3，46 

5，000 

5，000 

(仰0)
(3，3000，000) 

270，175 

(4，877，521) 

(3，360，000) 

139，268 

18，587 

155，455 

12，555 

17，402 

(9，675 
7，727 

20，099 

10，418 

6，036 

13，150 

5，635 

未定

398，605 

4，406，384 

114，089 

143，433 

139，741 

4，813，648 

139，268 

3，741 

ゐ38，444

12，555 

16，625 

8，925 

7，727 

992 

10，418 

" 1，527 

" 29，993 

93 

113，755 

" 93，616 

114，089 

36，087 

ム5，000

" 5，000 

(予算袈求中

" 130，175 

" 122，873 

注) (1) 内藤『教育財政JJ206-207ページより作成。

(2) 表中25年度存霞補助金の殺終的磯定は後述。
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要する。

まず，公共事業費関係6・3の制建物補助 (1950年度 45犠円， '51年度 44龍円)について。

1950年度に許上されている 6・3制補助は， '49年度当初までのものと政策上の意味が奨ってい

るの 6・3制建物問題は， 1948年度の補正時において一応解消されていると「理解jされていた。

この事情を当時文部省は「昭和23年予算において新制中学校三年の義務制完了に要する生徒

の増加分(学年進行に伴う増加分の意味一筆者)に対応する不足教室の措は予算的に一応終了し

たわけであるJll)とおさえていたので、あるの しかしこの認識が発足当時の「二部授業，

授業，仮教室等はそのままにして，義務制完了に要する増加分に対応する教室の不足数に対し

予算措置を講じたので，昭和23年度で予算上は解消できるような誤解をあたえJlへその結果，

1949年の6・3制補助全額打切りの事態につながっていくのであるの

文部省が '49年度に要求したのは，いわゆるこ部，三部授業などの不正常授業の解消，仮教

室の解消などの広義の 6・3制完成の予算であって， 6・3制， なかんずく新制中学校の学年進行

に伴う生徒増加分に相当する校舎，教室建築に上積みして，新制中学校の充実を図ろうとする

ものであった。これが'49年のドッジ予算によって全額削験されたのであるの文部省は，その

後7月には， 1949年4月初日現在での，小・中学校，高校を通じる校舎の使用状況を全国的に

調査しその結果，いわゆる新学制発足当初の跨襟であった『応急最低基準~ (小・中学校，児

-生徒・人あたり 0.7坪)にみたない建物総酪積しか有しない市町村が約2，000自治体に達

し，総坪数で53万坪(教室数換算で約1.5万教室)の不足があることが判明したので、ある。

ここから先の引用にも明らかなように，文名、部の6・3制予算要求は，小・中学校，高校を

通じて，この 0.7坪未満の不足教室解消へと転換したのであるく補注入

〈表1-9) 1949年度文部省所管教脊補助金一覧表
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9. 中学校校舎線機替要望;補助

10. 中学校設備蓄受補助

11.官・ろうあ学校設備室電話ti幼

12. 実業教育費補助

13. 家庭実習実験学校巡営費補JJ}J

14.滋信教育施設費補助

15.公立学校建物戦災復!日夜補幼

注) 1. 文部省Ir:l也方教育費の務変緩岩手議jJ(25年会計)53ベージより作成(金額は省いである)。

2. 米中， A~E 系統の区分・分類iら 24 年 9 月の大蔵省主計局のまとめによる。(本文後述参照
して欲L¥，、)。
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〈補注〉 応急、最低基準0.7)平の一面積基準の算定基準を示しておけば，小学校の場合， 児童一人あたりでみ

ると，一般教室0.4(J平)， 1便所0.04，昇降仁]0.04，公役諮室0.02，廊下階段渡廊下0.2，特別教室，宿直

室，保健室，校長室，職員室，図書室いずれもなしという小学校である(数字は佐藤龍三『調査と教育

行財政11148ページ)0 0.7坪未満解消のための予算は， 1949年補正15億円， '50年当初45億円及び隔

年度の補助額とほぼ問ーの起佼承認によって全体として事業費ベースは 120億円となり， rO.7坪以下

の市町村の大部分は救われてくるはずであるJ(文部省調査法及局『教脊要覧111950年版95ページ)と

説明されていた。
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かくて 1949年度補正予算及びここで問題としている 1950年度当初での公共事業 (6・3制

補助一筆者)で明らかにされたことは， rこれまる論告中学校産会予金と会えらふたもみふ， 8.3
f島幸会心t'0きらコ与え三ふるよ5£走:た22毛、あるJ13)。 このことが先にのベた '50年度の
6・3制補助が政策上，従来とちがう意味をもってきているということの内容である。

6・3制補助 (1948年度は総理府， '49年度は経済安定本部の所管する公共事業の一部)は，公

立学校災害複j泊費補助とならんで，王子衡交付金時代を通じて最も大きな被助金の地伎を占める

ことになるの 1952年度(当初)までの 6・3制補助金の実績をまとめておけばく表 1-10)である。

さて，問題となる平衡交付金との関係についてみると，結論からいえば，平衡交付金の中

には、 6・3制建物のような資本的経費投資的経費が十分に算入されていなし、から，このような資

本的経費は，平衡交付金とは別枠として残ってくるのである。重要なのは，このことは，公共

事業費補助と起債による方法が6・3制建物に関する政策にほかならないことである。戦後6・3

制補助は，地方財政法の負担区分原則 (1948年の向法の採用している間一地方の利害の帰属と

その大きさに基づく経費負担区分原則)の例外として， もっぱら閣の施策にともなう新たな地

方負担増という考え方により， 国庫補助の根拠を与えられてきたわけであるが(地財法附則第

33条及び 34条)，地方財政平衡交付金法の成立に伴って，地財法的則第 33条， 34条は， 1950 

6・3制j校舎建築の実綴〈表1-10)

うち不足教室
解消工事後充
当分校)

擁ヱ実最寄主手数6・3鍛j予算額

279ρ18 

568，326 

343，917 

j
 

時〆7!ミ

明

8耳

99，449 

132，256 

弓ミ

7G 

O 

214，236 

637，376 

275，229 

73，199 

239，251 

1，498，500 

4，336，883 

4，109，048 

913，768 

3，469，050 

1，500，000 

4，500ρ00 

(仰，000
956，453 

3，713，872 

度

初

一

比

定

初

初

五

初

初

五

初

229，185 

947，653 

和
十

当

補

弼

酎

当

均

一

一

総

当

当

補

当

26 

O 

700，000 

647，000 

4，383，400 

O 

700，000 

617，000 

4，384，000 

O 

22 

22 

23 

23 

24 

24 

25 

26 

27 

20，057，649 

1. 6・3ff引l建築費二予算の議は，いろいろの範闘のものに用いられるが卑ここに掲げた数字は，設も狭
主主の窓味での， 1灸f害すれば0.7:f5Ii.不足分解消にあてられた予算額のみであるの
大蔵省「関の予算J(27年版)206ベージより作成。

20，701，325 計

2. 

注



市町村分小学校費主幹佼後期(投資的経費)穣築基礎 (1952if.の例)
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礎
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種類

生徒刻机椅子

事務 J机精子

漆科実験台

理科椅子

数本

果、絞(大)

黒板(小)

戸機

下駄綴

放送施設

童話科・術品

宇t; f守備品

給食備品

五十

経

望号

経

喜望

82，422 

(B) 

設備後

925，800 x 0.1 = 92，580 行千子 制i絡

a-b 833，220円

年間償却後

(その他 856，220+ 10 = 80，622円

(戸棚 27，000+15=1，800門

残

(B) 

市町村分の小学校授のうち，学級数・児笈数をlIlU定単位ーとあるものの単位蓄を潟積築基礎である。

地方財政委員会事務局財務課『地方財政平衡交付金1/1!J度解説JI(第一主主)昭和27年度から作成。

〈喜美1-11)

制|区分!

ム
1
一一口

1. 

2. 
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度においては適用されないこととされたから(地方財政平衡交付金法附即日項)，法律上の根

拠，負扱区分の根拠を失うこととなる。しかも， 実擦には， 上にみてきたように r(本年度も)

臨時出・奨励的なものとして，文部省所管(の公共事業費として一筆者)に計上されlめること

となるのである。

王子衡交付金の運用の酷からみると，平衡交付金の保障せんとした「合理的立つ妥当な水準j

(王子衡交付金法第2条⑦)のうちには，先に述べたように，投資的経費がみられていないことに

なるこのことを単位費用積算基礎において確認しておこう。施設関係費は，市町村分の単位費

用の中にみられているく表 1-11)*。

みられるように，市町村分の投資的経費のされ方として，いわゆる「原価償却方式Jがと

られていることがわかる。平衡交付金の考え方からいえば，既存の施設の存在を前提にして

(く表 1-11)の例でいえば， >~童数 900 入学級数 18，教職員等 22.6 人，麗傭人 2 人，校舎面積延

坪数720坪の規模の人口 10万人の市町村における小学校が標準施設となる)， その維持・管理

的経費が中心となるから，投資的経費の保障は弱くなる。従って小・中学校の建物更新，新築

などの投資経費については，先にみてきたように「奨励的・臨時的補助金Jとして 6・3制補助

金が残ってくるのである(この点注14も参照)。

さてつぎに，公共事業6・3制補助をのぞいた存置補助金についてみていきたい。 1949

年度の補助金及び'50年度存置補助金については先に掲げたく表 1-8)及びく表1-9)を参関し

てもらいたいが，ここでは， '50年に廃止又は存置されるべき補助金を A系統から E系統まで

に分類して示したのがく表1-12)である。

この分類は1949年9月の大蔵省主計局のまとめによるが，それは， '50年当初予算の編成

の過程で各省庁の抵抗(及びそれに対応する G.H.Q内部のいくつかの部局も補助金整理に抵

抗した事実は先の補注でふれた)にあい，多少変更を加えられることになるが，ここでは，この

異動をふくめて， '50年度存置補助金の性格づけをみておくことが課題となる。

A系統から E系統(務ちる分)までの補助金というのはつぎのように分類されていた。 A

系統一従来主として負扱金及び交付金と呼ばれ，事務の性質上地方団体において普遍的に行な

われ，かつ地方自体の事務として十分間化しているもので「シャウプ勧告」において平衡交付

金に吸収すべきであるとされていたもの， ]ヨ系統一「地方団体の事務であっても当分の開閣が

これを助長促進するために， 奨励的見地から独立の補助金として残すものJ(rシャウプ勧告は

これを助成金とも奨励金とも呼んでいた)， c系統一「国費に振り替えるもの一一本来園の事務
であるが，執行にあたって地方団体に行なわせていたもので，その処理に要する経費を補助し

ていたものふ D系統一「過去の閤庫農務負担行為等により，国が個別的かっ具体的な法律上の

支出義務を負担しており，独立の補助金として存置することを適当とするものJ，E系統(な

いし落ちる分)一r24年度限りの補助金で， 25年度には当然消滅するものJであるお)。

く表1-12) にもとづいて， 1950年度の存置補助金を整理してみると存置されたものは三つ

のグループに分かれることがわかる。すなわち存置されたものの第一のクソレープはB系統の奨

励的補助金のグループである。第ニに，公立小中学校(首・ろう学校小学部・中学部を含む)の

建物整備費 (1949年の6・3制建物補劫がこれにあたる)，設構費，及び戦災・災害復旧事業にた

いする補助を内容とする公共事業費関係の投資的経費への補助金のグ、ル…プ， 及び第三に， D

* 1950年， '51年度は単位費用が決定されず，かつ '50年度の単佼費用積築基礎は資料的にも明らかにされ

ていないので，ここで1土， 1952年度の「地方財政平衡交付金昔話度解説J(地防委事務局)を用いている。



f衡交付金と戦後教育財政の形成 273 

系統の奨励的ではないが例外的に補助金として存置すべきものである。く表 1-13)にこれらの

三三クソレープを総括しておく。

これらの加置補助金の三つの「型」のうち，第二のク。ループについては先に王子衡交付金と

の関連で論じてあるので，問題は，第一の「型jの吟味であるの奨励的補助金として存置され

たこの「型」に属する 5つの補助金のうち， r教科書展示会費補助」及び「国宝その地文化財

〈表1-12)

補助・ fl.m金の系統別種類 補助・負担率

(単位・千円)

金額

<A系統〉
1.義務教育費関隊負担金

2.義務教育委託費補助

3.定時昔話高等学校教育費総助金

4. 実業教育費補助金

5. 通信教育施設補助金

6 教育保養所事業費檎助金

7.教員共済施設費補助金

8. 教員蒋教育夏期講習会檎助

9. 教員干等教脊定時制j講習会補助

10.教員再教育第二次認定要望補助

(A系統合計)

<B系統〉
11.首・ろうあ学校設備後補助金

12.戦災孤児茶他築関教育施設費補助金

13. 首-ろうあ児童就学奨励蓄を檎助金

14. 関宝茶他保存修滋養補助金

15. 教員保護所創設毅檎助金

16.教科用図議展示会補助

17.学校給食指導費負担金

18.家庭実習実験学校運営費檎助金

(日系統合計)

<C系統〉
19.教育統計資料務ま主要望補助金

20.幾主義及淡濁林所在町村交付金

21.都道府祭教職員適格審査委員会補助

(C系統合計)

<D系統〉
22.小学校災怒建築設借入金元利補給金

<E系統〉
23. 中学校校舎模様替霊堂補助金 1/2 35，474 

(A-E系統合計 I(23，330，039) 

注) [f'昭和財政史JI16巻(終戦から講和まで地方財政)巻末付属資料(ニ)より作
成。この表の補助金分類は， 24年 9月の大蔵省主計局の分類である。

1/2 

1/2 

4/10 

定額

全部

1/3 

全部

1/2 

1/2 

1/2 

1/3 

1/3 

1ρ， 1/3 

8/10 

1/2 

1/2 

1/2 

1/2 

全

定

会

額
制
脱
獄

1/8 

21，940，264 

68，626 

568，494 

1，802 

13，202 

7，560 

413，782 

6，430 

1，902 

3，207 

(23，025，169) 

768 

124，260 

9，772 

69，850 

1，250 

5，911 

12，995 

3，127 

(227，933) 

42，219 

8，366 

8，878 

(41，463) 

918 
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〈表1-13) 1950年度存重量補助金の三つの「型J

1) B系統・奨励的補助金として 1. 学校給食指毒事費補助

手子援されたグノレープ 2. N・ろうあ児童就学奨励後補助

3. 教員保著書所創設費補助

II)公共卒業関係の投資的緩要望へ

の補助金のグノレープ

J1I)奨励的ではないが例外的にの

こすもの

4 教科怒展示会費補助

5. I認定その他文化財依存修理“喜望者fiJJ})

6. 資・ろうあ学校設備費補助

1. 公立6・3俗l学校建物書室備後補絞j及び公立の中学校

設備費補劾

2. 公立百・ろうあ学校建物整備後補助

3. 公立言哲学校建物戦災復旧費補助

4. 公立学校その他災答復旧事業費補助 (24年災害官及

び25年災努の2件)

1. 小学校災答建築借入金光景IJ補給金

注)文部省『地方教育費の調主主報告書.J](26年会計)30ベーシ所収の 25年度会計年度(文部省所管)国
路補助金主ど〈表1…12)の区分にしたがって分類したものである。

この中では，教職員研修費補助及び公立学校給食施設整備費補助の 2件の「君主Jit不明であるこ
とを断っておきたい。

保存修理費補助Jは本来これらの事務が地方団体の事務であるが，なお国が奨励的見地から助

成するという先の奨励的補助金の意味からみると朔らかに性格が異っているの前者はl'教科

書の発行に関する臨時措置法J(昭和 23年7月10日，法律 132号)によって，教科警展示会に

関する事務が闘の事務であるという考え方にたっているわ持法5条は「都道府県の教育委員会

は，毎年，文部省大臣の指示する時期に，教科書展示会を関かなければならないの 2項，教科

書展示会に関しては，省令をもってその基準を定めるJとなっている。この定め方及び開法の

他の定め方らみてこれらの事務は国の事務(文国部大臣の事務)であることを示している'52年

の「地方自治法j別表三(機関委任事務の例示)は，これを確認して， l'ニ，都道府県教育委員

会が管理し，及び執行しなければならない事務Jとして1'(五)，教科書の発行に関する臨時措壁

法(昭和23年法律第 132号)の定めるところにより，毎年，主務大臣の指示する時期に教科餐

渓示会を開き，主務大臣から送付された教科書罰録を区域内の小学校，中学校，高等学校及び

これらに準ずる学校に配付し，並びに都道府県内の教科書の需要数を主務大臣に報告することJ

を掲げているの

同様に後者(国宝その他文化財保存修理費補助)についても， i文化財保護法J(昭和25年

5月30日法律 214号)は，文化財の管理又は修理が直接関の事務である旨の規定はないがヘ文

化財保護委員会の指定した重要文化財の管潔又は修理，について闘の補劫金を交付しうること

(開法 35条①)，補助金を交付した場合パ文化財保護)委員会は，文化財の所有者又は管理責任

者を指揮監督しうること(同条③)， 及び 35条等にかかげる委員会の権限を都道府県教育委員

* 同法が議接，すべての文化財保護(管理， 1保存，修理等)事務が関の事務であると規定していないのは，
もっぱら財政上の理由から，特定の場合のみ{例えば文化財保護委員会が必要と認めた場合)，それを国

の事務とする方法をとっているためであろう。
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会に機関委任しうること(同法的条)，を定めていることからみて，国の機関が指定した文化財

(例えば同法 27条にし、う重要文化財や国宝など)については，その管思・修理の事務が闘の事務

であるとしていることがわかるのである。

これらをまとめれば，奨励的補助金として存寵せられたといわれているこれらの補助金は，

しかし補助対象の事務が地方自体の事務であるからではなく，逆に陸の事務が機関委任され

たものであるから補助金が交付されているのである。ここにとりあげた2つの補助金は，その

大きさからいえば 2つあわせても1.97t意円あまり，存置分の 3.5%を占めるにすぎないが，
次意でみていく産業教育振興補助金をふくめて，この奨励的補助金のクやループは，その後，増

大していく。かつ，内容上も，上にみてきたように機関委任事務への補助金であったり，産推

法補助の場合のように，かつては A系統補助金として否定された補助金で、あった実業教育費補

助金(表 1-12見て欲しし、)が奨励的補助金の名称で復活してきたり，その内容も雑多である。

奨励的補助金のグ、ループについては，個々の補助金の性格についての立入った吟味が必要とな

るといえるわこの吟味は，次主主で産業教育振興補助金について行なう。ともあれ，ここでの課

題からいって確認しておきたいのは，存置された補助金のうち B系統・奨励的補助金のうちい

くつかのものは，平衡交付金との関連でいえば，その事務が地方の事務であってかつ地方団体

の事務として十分間化している場合，また間化していないのでなお国が奨励的に助成する場合

一一前者は，鼠ちに平衡交付金に吸収され，後者は，奨励的意義が失なわれてト分開化すれば

ちに平衡交付金に組み入れるーーとは全く別の原壊で存置されたもの，すなわち，当該事務

が本来国の事務であってそれを機関委任するので補助金を交付する場合がふくまれており，こ

れらのものは，そら迄機属委任事務の増大に伴なJ、増加し補助金復活のーっゐ「金」に走
っていくのである。このことを確認しておきたいの

(四) これまでみてきたことを簡単にまとめておけば，① 1950年度の平衡交付金は，地方

財政などう見るか，なかんずく地方歳出規模をどれだけ見込むかという，いわば屈の地方財政政

策の中心の中で争われ， IF勧告』の総額をも実現できないものに圧縮されて出発したこと，②そ

の場合，平衡交付金総額の拡大にとって一つの対抗関係を形成するのが補助金・負担金の問題

であったこと，@EE縮された交付金は当然のことながら，この制度と平衡交付金の最も基本的

に重要な原理である“積上げ、方式"を閤難にさせ，その後の平衡交付金の運用上の最大の課題

として“積上げ方式"の実現が先にのばされたこと，④補助金整理と平衡交付金による教育費

保障という視点からみた場合，平衡交付金の保障した教育費は①の圧縮に規定されて，詑来留

の立場からら見て重要とされた経費が優先的に確保されることになり，この操作は，教育費の

基準財政需要額の中にあらわれていることのそれ故，他の経費(市町村分の平衡交付金)の圧縮

が予想され，教育費の全般的保障という点からは，きわめて不十分なものにならざるを得ない

であろうことが予想されること。最後に，⑤平衡交付金との関連で、は，吸収されずに存置され

た補助金にはいくつかの「型Jが区別され，存置されたもののうちし、くつかは，後年，機関委

任事務に伴う補助金として定着・拡大してくる補劫金復活の一つの「型j に相当するもので，

すでにこの時点においてこのような補助金が奨励的補助金の名目でのこされていることの以上

であるの

〈注〉

1)計数上からいえば， Ir勧告』のいう迫力日所要財源 1，000億円は 100億円多すぎるわ税外負担禁止の原員Ijに

よるな寄付金等廃止 (400億円)が 100億円存笹になっているからく表 1-1見よ〉追加所要額は 900銭円と
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なるはずである。 ここからさらに国庫補助負担金200億円(疋磯には表 1-1のとうり 220億円)と地方

僚の純増 170億円を幾引いて新規財源は 490億円(約500億円)必要さとなる。

2)藤岡武夫『現代日本地方財政史11(1976年・日本評論主1:)上巻208ベージ。

3)限付税856億円は， 23年度の所得税・法人税収入を法定の喜日付税率33.14%で推計した場合である。『戦

後自治史11XII君主(自治大学校)25-27ベージの地財委(第一次地方財政委員会を指す。戦後内務省解

体に{'tって地方自治委員会とともに地方財政の淫飲にあたる委員会である)の推計による。配付税削減

の詳しい経過は， 11戦後自治~1I 12 巻 25-127 ページを参照して欲しい。

4) 自治省向山ガ財政制度資料j]~高 3 君主 300 ベージより。

5) 自治省財政課『現行地方財政平衡交付ij;lJ皮の制定の治本及び経巡並びに食事誌に用いた資料の名称及びそ

の所在11(昭和28年6月)12ベージ。

6) <表1…6>にあげられたものはすべて A系統補助金であって，会て平衡交付金中に吸収されたと内藤誉

三三郎『教育財政11205ベージはのべているが， A系統はこれだけに限らないし， 吸収のされ15もA系
統であっても金額吸収でないものや，吸収されないものもある。この点は，本文後述で吟味する。

7) 内藤孝幸三郎『教育財政論11(1950年，持率送信社)107ベージ。

8)間前 107ページ。

9) 内藤『教育財政11152ベージでは， 基盤罪財政需要額が教育費の図書質的保障の限界を示すとのべられて

いる。

10)例えば内藤・ l司前206ページの説明。

11)内藤『教育財政言語1128ベ}ジ。傍者は筆者のもの。

12)内藤『教育財政11124ベージ。

13)文部省調査普及局編 F教脊婆覧11(1950年絞時実普通信社)95ページ(この項，文部省管理局・石)1¥二郎)。

戦後の 6・3俗i問題の財政的側慣については， 1949年までの状況については， 自治大学校 f戦後自治史』

10宅金73-101ベージ及び文部省『六・三秘教育の礎』を参照して欲しい。

14) 11溜の予算11(昭和25年版)152ページの説現。

付言しておけば，現行地方交付税においても，いわゆる卒業後算入方式が採刻されて，新規の小学校，

中学校建築にかかる公共事業の地方負担分が交付税て、みられることになるのは， 1969年からである。自

治省「昭和44年度改正地方財政詳解J203-214ベージ参照。 また6・3fl誠実施の財源について地財政法

附則33条及び 34条はそれぞれ「地方公共団体は当分の関，……第5条の規定にかかわらず地方債をも

ってその財源とすることができるJ，r地方公共間体又は，地方公共団体の機関が行なう当事務に婆する友
の各号の一つに掲げる経費については，第9条の規定にかかわらず，当分の!官1，国がその絞授の全部又

は一部を負担するJ(第34条)と規定して， r義務教育長手際の延主義に伴う施設の建設資J(6・31J，iJ経費)な
地方後プラス図書事補助によるものとしている。地方伎はおおむね溺隊補助と同額詐111されてきたが，こ

れは安本所管の公共率多義援(文教施設6・3伽j校合は， A-Gの工事認証!順位のうち C級に位援してい

た。)に認証されたもの(¥，、わゆる認統工事)については， 優先的に地方負担分が起告を許可されることと

なっていたからである。

問題は，本文ぺむのべたとうり， 6.3伽l建物財源の確保は，平衡交付金のやでは犠綬しないという一定

の政策が自明のものではなく， Uしろ平衡交付金で捻院すべきであるという見解がさ当時の文部省サイ iご

から出されていたことである。内藤警幸三郎は， 6 ・ 311~J工事が C 級として位置づけられていたところから，

文教施設が「緊急躍をとして常に削減の対象となることは不適当で、あろう」という認識から， r予算技術
上の諸署葬儀もあると段、うが，地方財政平衡交付金として(プミ;・三1Jj!J財源を一筆者)磯保し，地方対政の健

全イじをはかるべきである」とのべていた(内藤『教育財政11233ページ)。戦後の 6・3fl同財源が何故，公

共事業費と地方後(この引受先がほとんど預金部資金であることに注意)によることとされたのかは，王子

衡交付金の{聞からの説明(これは本文で若手後述する)だけでなく，当時の公共事業の役絡(とくに資本

議積との関連)，地方僚を含めた溜の金融政策の倣絡などの分析をへた上での解明をまたなければならな

い。いずれにせよ， との内藤の主張は，平衡交付金の遂用の問題として，注目しなければならない。

また小言語て、は全く触れられないが，国庫補助金には，絶えず超過負扱がつきまとうの 6・31Jj!J檎劫に

ついても例外ではなく，藤田武夫氏の研究 (11地方財政改革の基本問題11132ページ)によれば， 6・3湘j実
施のための校舎建築裂の坪当り単価は 5，500円，旅費一件20門という単{腐は，実態から著しく低いもの

であったといわれるこの点は， 6・3制財政をBljの側面から間鐙とする必要があるが，当時，地方財政法の
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審議過程において補助事業に伴う超過負担がきびしく批判されていたことを指檎しておきたい (11参議院

治安及び地方税度委員会議録』第42号，昭和23年6月23日。での門湾苑委員の発言など)。
15)引燃はすべて『昭和財政史JJ16巻398-399ベージによる。 この定義については『衆議険地方行政委員

会議録』第30号(昭和25年4月27段)での奥野誠亮政府委員の説明会も参照。

第ニ宝量 産業教育振興法の成立と産業教育振興補助金の性格

前章(第三節(三))では， r奨励的補助金」として存置されたグループについては， 王子衡交
付金との関連，補助事務の性格などの点からなお吟味を要することが明らかにされた。ここで

は，この吟味を産業教育振興法及び産業教育振興補助金について行なう。ここで産振法補助を

とりあげなければならないのは，第一に，その規模の大きさである。後述のとうり，規模の大

きさは，当該補助金の文部行政上の重要性を示しているからである。第二に，産振法補助も，

f奨励的補助金Jの名称で存置(援活)されているからである。

産業教脊振興法(昭和26年6月118法律第228号)によれば，実際の捕助金交付は， 1952 

(4月1日)からであるが(同法附則①)，まず，成立した向法の特徴を整理しておく。

同法によれば，①この法律の目的として「この法律は，産業教育がわが国の産業経済の発

展及び国民生活の向上の基礎であることにかんがみ，教育基本法(昭和22年，法律第25号)の

精神にのっとり，産業教育を通じて，……(中略)……もって経済自立に貢献する有為な国民を育

成するため，産業教育の振興を図ることを罰的とするJ(第一条)と規定している(傍点は築者)。

戦後教育立法の中では，産業教育(乃至，職業教育)に関連する規定としては「小学校教育の目

標」規定の一部(学校教育法第18条窃)，及び「中学校教育の呂標j規定の一部(学校教育法第

36条@)，並びに社会教育法第5条などがある。

産業教育振興法成立と同時に出された開法のコンメンターノレ『産業教育振興法の解説Jl(産

業教育協会編，昭和26年 10月以下『解説』という)によれば，上の戦後教育立法の諸規定は，

i)戦後，一般教脊のみが重視，強調されたために， r誤解を生じて職業科の軽視されがちの結果
となったJ(~解説Jl 97~98 ページ)ことにより， これらの規定が十分生かされておらず， ii)向

時に財政簡でも， r国家財政の窮迫等からして，この方面での国費の支出が閤難となり，昭和25
年度には，実業教宵費の罷庫補助が皆無となった程の惨状を呈し，このまま放置する場合は，

国家社会のためにも，個々の留民の生活能力の向上にも著しく欠賂・支障をきたすおそれが大

となったJ(間前98ページ)と説明されている。

ここで注意しておかなければならないのは，財政的問題としては，実業教育費国庫補助の

廃止は， 周知のように「シャウプ勧告」及び「神戸勧告J(~国庫補助金制度等の改正に関する

『勧告Jl1950年 10月148 )1)による補助金・負担金の廃止・整理の中で行なわれたことである。

さらに，実業教育費補助金 (1949年度実緩で180.2万円)は， A系統の補助金であるために廃止

されたことを想起したしベ前章く表1-12)参照して欲しい)。ここには，こうした措置の意義に

ついての自覚はみられない。このことは，同法の審議過程についても指摘される点である。さ

らに住意したいのは， ~解説』が述べているように，開法第一条の規定する i) 勤労信念の確立，

ii)技術の習得， iii)工夫創造力の養成という産業教事干の三三つの内容が「この力の有無がその当

人の幸， 不幸の分岐点であJ(~解説Jl 100ページ)るのみならず， r留の生産力の浮沈に関す
るというべきJ(同前)であり，この王点、に「十分の注意と努力が払われるならば，わが国当面

の大目標たるいわゆる経済の自立は必ず実現され得る筈であるJ(間前)とされ，(産業)教育の基
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本罰的として閤の経済自立があげられていることであるく補注入

〈檎注〉 ここでは，産振法の規定する教脊の基本目的の一つが悶の経済的自立，生産力向上にあることを

指摘するにとどまらざるを得ないが，戦後教育立法研究からいえば， [司法のかかげる率五;白金青島出

は，その兵{体4本4主王i性i全主というj
育法レベJルレでで、の基ヌ本ド的教一育目的.教育の目標規定との関連でき受理が必要であろうの

つぎに，同法の適用範臨と産業教育の定義について，つぎのように規定している「この法

律で， !i産業教育』とは中学校(官学校，ろう学校及び養護学校の中学部を含む。以下問じ)，高

等学校(盲学校，ろう学校及び養護学校の高等部を含む。以下向じ。)又は大学が生徒又は学生

等に対して，農業，工業，商業，水産業その他産業に従事するために必要な知識，技術及び態

度を習得させる目的をもって行なう教育(家庭科教育を含む。)をいうJ(法第2条)。

さらにこの「定義」による産業教育に対する閣の財政的援助の対象を，中学校，高等学校

での産業教育(銭期の産業教育を含む)，及び産業教育に従事する教員等の養成を行なう大学に

おける現職教育又は実験実習のための施設又は設備(短期大学において行なうものを含む)と規

定している(法15条及び16条)。

負担区分についてみると，当初は， r予算の範囲内J(法15条)での予算補助， (のち 1952年
の法改正・法律304号により，一部又は全部補助となる)であり，補助金交付の形態は，誼接各

学校へ交付されるもの(法15条)と，設龍者へ交付されるもの(法 16条)とに分かれる。負担

区分にかかわって，産業教育振興補助金の性格について，杉江清(当時，文部省職業教育課長)

はつぎのように解説している。杉江説明は，同法第3条「簡は，……地方公共団体が産業教育の

振興を留iることを奨励しなければならなしづ及び開法第15条の規定「国は，公立学校の設置

者が左の各号に掲げる施設又は，設舗で中央審議会の議を経て政令で定める基準に達していな

いものについて，これを当該基準にまで高めようとする場合においては，これに要する経費に

ついて当該軽量差巴立L主Lー予算の範関内主主ど主連盟主五五企主主主~J (なお， 1952年改正で

下線部が『これに要する経費の全部又は一部を負担する』と改正されているの傍点、，下線は筆

者)をあげて， r財政的援助の対象となる事業の主体は，地方にあり，他方がその自主的判断に
基づいて，その事業を行なおうとする場合において，それを奨励するため助成金を交付しよう

とするものであるn 地方には{何等の義務的負担は課ぜられておらなし、J(!í解説~ 177ページ。

傍点は筆者のもの)と述べて， r奨励的補幼金」であると説明している。したがって「全額国庫
負担は本法の予期しないところJ(同前)であり，ーとはいえ先に示されたように「本法の予期J

に反して27年改正では全額負担が規定されてくることに注意して欲しい あくまで地方団体

の自主性が尊重され，画一的方法はとられるべきでないことを強調している。

しかしこの説明にもかかわらず，開法の盟会審議過程では， r大体全部で二百銭円のうち
半分の百億合間態が負担して，それを7年計画でやって行きたいという計画の下に立案してあ

るjめといわれ，この補助金がほぼ経常的補助金として復活・定着してくることが示唆されてい

たのである。実際に1952年度の産振補助金の実績をみておけば，同年度(当初)予算で666，804

千円の実績を示している。く表2-1)はその内訳である。く表2-1)でみられるように「高等学

校に対する設備費補助が『産業教育按興法』の補助のうちで，最も中核をなすものjめであるこ

とがわかる。

ここで，問時に'52年度文部省予算中での産振法補助金の位置・大きさを，及び文部省所管
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〈表2-1> 産業教脊振興補助金 (1952年度当初・補蕊)

機幼金の内訳 i 単価檎幼対象補助率など
工)全体 l 
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員
)
一
辺

円一

β

E

千
一
回

ゐ
2
J
l、
一
氏
U

1I)内 訳

a) 高等学校重量芸能教脊設備費裕助金

b) 高等学校産業教育共同実習船建造後

補助金

c) 高等学校E霊祭教青研究指定校補助金

d) 中学校産業教育研究指定校補助金

e) 短期大学設備費補効金

f) g霊祭教育共同実習所設備後裕助金

g) 産業教育内地留学生費補助金

h) i!{;:業教育養成校設備充実費補助

i) その fll¥

27年度は，設備状態が中位以上のもの及び戦

災校。 1/3補助

1受 150トン， トン当30万円， 2]を分。 1/3

補助

1校5万円， 1 J県2校，定額補助

1校30万円， 1 J県3校， 1/2補助

差是塁走 (100万円)ヱ業 (250万円)，各3校， 1/3 

補幼

図立学校の施設を利用する都道府県に対して

定額補助。差是芸員 (60万円， 2校)，機械 (500万

円， 1校)，活気 (450万円， 1校)

10ヵ月の内地留学教員(460人)のための旅費

(1人単価3.2万円X1/3補助)，及び研究費 (1

人あたり藤栄，工業-4，500円，両業，家庭

3，300円，いずれも年間)。定額補助

I!Ef義教育教員を養成するI@立大学(農業5

校X1，000千円，工業5校X2，500千円，水産

1校X1，500千円)の充実

中央猿楽教育審議会の運営費その他

565，462 
(653，862) 

30，000 
(38ρ50) 

4，600 

20，700 

3，500 

10，700 
(11，800) 

6，701 

25，000 

3，141 

注) 1. If閣のご予算Jl(27年版)189ベーシ作成。

2. ;t~中カツコ内は補正分を含んだ金額である。

(文部省 27年会員十If:地方教育授の調査報告議Jl30ベージ参照)。

〈表2-2> 1952年度文部省所管予算事項別表 (単位・千円)

g 分

図立学校巡 '&t草壁 20，519，346 

文教 i海設整備要望 29.2 20.4 7，409，788 750，928 21.0 

育英事業費 1，539，243 6.9 2，430，884 7.4 2，959，813 528，218 8.4 

私立学校援爽関係殺 278，315 1.2 1，005，666 3.1 266，813 ム 738，853 0.8 

科学研究費 500，000 2.5 500，000 1.5 560，000 100，000 1.6 

文化財保存関係費 349，634 1.6 522，396 1.6 563，217 40，821 1.6 

産業教育振興費 875 2，482 686，804 684，322 1.9 

学校給食費 O 2，405，345 7.4 o I A 2，405，345 
y に の {也 1，342，333 6.0 2，119，630 6.5 2，328，713 168，783 6.6 

22，184，737 100.0 32，655，787 100.0 35，293，783 2，637，996 100.0 

注) If閣の予算JI(27年j荻)185ベージ作成。
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補助金でのその大きさを確認しておけば，それぞれく表 2-2>，く表 2-めである。

まずく表 2-めでは予算事項7]IJでみて，公立文教施設整備，学校給食費，闇立学校経費などを

のぞけば，単一の補助金としては産接補助金がきわめて大きいことに注目したい。またく表 2-3>

で明らかなように，産振補助金は，公立小・中学校建物整備 (1950年までは安本所管の 6・3制

建物補助，なかんずし新制中学校建物補助であったことは先に述べたとうり)，公立文教施設

災害復旧費補助をのぞいて，文部省所管補助金中，最大のものである(産振法補助は，補正をふく

めた最終実績は， 735，713千円まで増大する。く表 2-3>は補正まで含めた大きさを示してある。

1951年度までの教育費・教育財政の特質に限定した小論の課題からいっても， '52年度から上に

みたような規模で実施されてくる産業教育振興補助金の位置と性格はきわめて重要である。

この点を明らかにするため，ここでは，最後に， j濠掻法の問題点と産振補助金の性格につ

〈表2-3) 1952年度文部省所管国庫補助金一覧

国 E害補助金の種類

総 富良

1. i'言・ろうあ児支就学奨励費補幼金

2.教良資格賦与講習会出席旅蓄を補助金

3. 公立学校教員健康診断後補助金

4. 滋信教育施設費補助金

5.公立小・中学校建物整備費補助金

6. 公立音・ろう学校建物裟備費補助金

7.公立1ff・ろう学校設備費補助金

8.公立諸学校建物戦災復!日夜補助金

9.公立文教施設災主害復i日穀補助金

10.公立学校建物風水容復旧費補助金

11.公立学校建物特別鉱察対策費補助金

12. 公立学校建物吉野渓災復旧費檎助金

13.公立小・中学校舎一般鉱主害復旧費補幼金

14.公立学校建物主主{也復i自殺補助金

15.教員保養所創設後補助金

16. 中学校産業教育研究指定校補助金

17.高等学校建築教育設備費補助金

18.高等学校皇室粂教育研究指定校裕WJ金

19.産業教育内地留学生設補助金

20.高等学校産業教育共同実習船建造後補助金

21.建築教育共向笑習耳rr設備費補幼金
22. 公立社会教育施設整備資格助金

23.公民館運営費補助金

24.公立図書館運営後補助金

25.公立I専物館運営費補助金

26. 閣支その他文化財保存修理費毒事補助金

注) rr地方教育授の調主主報告警j](27年会計)30ページより作成。

金額
(円)

7，032，750，383 

26，268，000 

100，480，000 

7，859，000 

5，722，934 

3，694，446，067 

103，136，831 

994，700 

108，192，962 

1，935，106，314 

37，314，625 

29，552，000 

6，761，000 

3，981，000 

141，944ρ00 

6，200，000 

20，700，000 

653，862，000 

4，600，000 

6，701，000 

38，050，000 

11，800，000 

8，690，000 

18，160，000 

7，751，000 

2，850，000 

51，581，750 
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いて明らかにしておきたい。先の『解説』によれば，産振法補助は，実業教育費国庫補助金が，

戦後著しく等閑視されて廃止されることとなったが，再びその必要性がたかまるとともに， 6・3

制完成の一環として当然のことながら 1951年度において補助がなされることとなったと説明

されている。この説明は重要である。すなわち，この説朔は，産業教育振興補助金は，かつて

A系統補助金として否定された補助金が再びこの分野への国の政策上の「必要性が高まるとと

もに」援活したものであることを明らかにしている。

さらに「復活」したという場合，いうまでもまく 1949年度までの実業教育費国庫補助金の

単なる延長ではない。すなわち，産振法補助金の基底にある閣の教育政策は，実業教育費国庫

補助金のそれに比べ，より広範で強い位置づけをもったものとなっている。このことは次の二

点から現らかである。

第一に先にもみてきたところの産振法補助の規模である。 1949年度の実業教育費国庫補

劫金は，約 180万円，これに類似の補助金である「家捷実習突験学校運営費補助J(約312万円。

これは B系統補劫金であるの 前章，表 1-12参照)をあわせてもわずかに500万円程度であっ

たが， 1952年度の産業教育関係補助金 (6種類)は当初立案段階で約 15fAi円が予定され，

では7億3，500万円以上(補正分を含む突綴)に増大していること。第二に，補助対象の拡大の問

題である。補助対象についてみると， 1949年度の補助においては，全日制及び定時制高等学校

に補助対象が限定されていたが，産振補助の場合，中学校，高校(全日制，定時制含む)，及び

大学(短期大学含む)，並びに産業教脊従事者の現職教育まで，補助対象が拡大していること。

以上の点から，産振法補助金は，かつて補助金を通じて振興する方法が否定され，王子衡交

付金の中に吸収された産業教育関係補助金がより強く，広範な留の政策意思の下で、復活したも

のと規定されるのである。

最後に，上で性格づけた産援補助金は何故，護活してくるのかを平衡交付金との関連でみ

ておきたい。第一に指摘できる理由は，上に述べたような産業教育振興・閣の経済自立という

閣の教育政策意思の強化，である。第二に，それにとどまらず問題となるのは，平衡交付金の

中での産業教育振興の位置づけである。先にみてきたように，産業教育振興補助金は，教育活

動そのものに伴う経常的経費が多い(表2-1参照)。これらは本来，平衡交付金で措置すべきも

のであるが平衡交付金で、は産業教育のための特別の保障は行なわれていない。例えば高等学校

の場合でいえば，平衡交付金の保障しようとしている「高校教育の型jは，全日制普通課程の

それであり，従って，単位費用積算の内容をみても産業教育按輿を意罰した積算とはなってい

ないのわずかに高校費の測定単位を補正する補正係数 (5号補正)において，榔定単位の割増の

中に，消極的に産業教育振興の意図があらわれているにすぎない。 1952年の補正係数について

みると，都道府県分，市町村分とも総定単位(生徒数)にかかる補正係数は，普通課程1にたい

して，商業課程(家庭科を含む)1.2，農業課程1.35，工業課程1.45，水産課程1.7で割増補正が

行なわれているにすぎない(u"昭和27年度地方財政平衡交付金算定基礎詳解』参照)。これらの

割増が実際にどれだけ産業教育振興に役立ったのかは，学校予算の分析を経なければならない

が，以上のような平衡交付金中の産業教育振興の位置づけは，いわば王子衡交付金の弱点となっ

ている。といえる。かかる弱点が，教育活動そのものに伴う経常的経費であっても，それを平

衡交付金で確保して保障していくのではなし特定の分野の振興という事項は，結局補助金の

形態で行なうということが定着していくことを生み出すのである。

さて以上でみてきたことを2点にまとめておきたい。
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第一に，特定の分野についての闘の強い政策意思があり，平衡交付金がその分野について

掴の政策要請に応える特別の保障をしていない場合，かつて A系統補助金として夜定された裕

助金であっても，再び復活してくることれ

また，第二に，先にみてきた1949年の廃止補助金と， '50年の存震補助金の財政的型をi々

が的にみた場合の問題であるn すなわち， 1950年において廃止された補助金を内容的にみる

と，学校教育活動そのものに伴う事項(これが教育事務の中核をなす)に対する経常的補助金

は，きわめて新しい事務(抑えば学校給食指導の如きもの)をのぞいて，原期として廃止された

(前述の内藤誉三郎が存置されたものは臨時的であるもの奨励的であるものであるとの説明は，

逆にこのことを示している)のであるの これに反して産銀法補助は先にみてきたように(産業)

教育活動に密接にかかわる事項を対象としているn その意味で産振法補助は存置された補助金

のうちでも明らかに呉った性格をもっているのであるく補注入

〈補注〉 このような教育活動そのものに伴う;};摂は，この場合でし、えば産業教育に関する事長は，切らか

に地方の事務であるから，教育活動そのものに伴うお援に対する補助金を娘拠づける法{ド(産振法)は，

切らさまに， 争若ぬ総i詰潟1苦、助対象立迄手将王務努全体を関のの一、事e

2夫Lさ三.の二(都j道立府!県系教脊委員会が処1理虫するi機議関委任'Jぶf務)でiは主， 産業教育振興法を執行するにあたっ

て，補助対象学校を「三五務大|託に推せんすることJ(盟IJ友三の二(六))だけを|昼の'ii務と Lて機関妥任
としているのであるの

ここでは鼠接問題にはしないが，一般に教育 ~JH査の配分を泌定ずる場合，以民せとして，地方Î'JH若

としながら，それの執行に関連して必要さとなる'M務の一部を補助金関係の自最長Ifui1 ti [' iU: ;，そi五l
の事務とする方法は，非常にふえているといえるの地方自治法5J1j遂にあらわれてくる機関委任'Ji務の

増大の一端はこのことを示している。日Ij表 (1972年から別表ができる)で‘の機関委任1Ji務の個々の険
機づけ， iJt;，、直しが必要であろう。

さて，ここでは，以上で明らかにしてきた性格の産振法補助金がやはり励奨的補助金の名

称で1951年度において法律上はすでに出されてくることを確認して先にすすむ。

〈注〉

1) この f勧告』については，地方行政調査委員会議『地方行政調査委長会議資料』参照。

2) If'参議院文部委員会議録J第1号(昭和26年5月10El)での横田重左衛門(参議員専門員)の発首。なお
機関は， 梅原主主隆委員の f27年躍をはどのぐらいで(産援補幼は 筆者)発足するのか」との質問に対し

て「約15億」と答えているの
3) n援のご予算~ (昭和27年版)189ベージの説現。

4) 数字はいずれも 24 年会計及び 27 年会計の文部省『地方教脊費の潟斎報告.~~ 53ベージ及び30ページ

による。

第三掌 1950年度補正から '51年度当初の平衡交付金総額問題と

教育費基準財政需要額の分析

第一節 1950年度補正・ '51年度当初の平衡交付金決定過程と簡題点

ここでは， 1950， '51年産の教育費の基準財政需要額の分析を行なう。先にも少し述べたと

う仏教育政策の中心がどこにあるのかをみてし、く場合，教育費の平衡交付金への吸収のされ

方(これは基準財政需要額の大きさとして現われる)をとおしてみることができるから，この分

析は重要である。とはいえ，小論では，全面的分析はできないので，後述 (2節)のとおりいく

つかの点に分析をi設定したことを断っておきたい。
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分析に入る前に，先にみてきた 1950年当初の平衡交付金が課題としていた点(積上げ方式

の実現， 単位費用などの法定主義など)が，その後， 50年補正， 1951年当初においてどのよ

うに克服されたのか否か，両年度の王子衡交付金総額がどのような取扱いをうけたのかについて

簡単にみておきたい。

まず 1950年度補正時に出されてくる対立した地方財政計画はく表 3-めである。平衡交付

金総額の増額は新規財政需要の見積りをめぐって対立していることがわかる。同時に対立した

〈表3-1) 1950年度補足時の地方財政新規需要額比絞 (単位・億円)

i玄 分 政府・大蔵省署長

工)経常的絞殺 76 154 

(1) 給与改訂に姿ずる士制11 39 93'主1)

(2) 平衡交付金決定後の法令の íl~J定毒事による財政 2 16 

需要機器Ij怒号事による財政7厳重喜増(制度改正に

よる増加)

(3) その他，政府の補正予算に伴う地方負担増 35 45~主2)

:江)磁時的絞殺 165 250 

工)， rr)の合計 241 404 

1II)上に対する財源措まま

1. ~Jj事支払金 73 80 

(1) 絞鋭的補助 22 26 

(2) 公共事業主雪補助 38 41 

(3) 失対率業費補助 13 13 

2. 是正定経費節減 40 40 

3. 地方債増加 50 196注3)

4. 平衡交付金増綴 35 88注4)

5. 使用料・手数料等の収入瀬 43 O 

1~5 の合計 241 404 

地方財政委員会『地方財政の情況報告JJ(26年5月初日)40~41 ページ。別表 13， 14より作成。
なおこの「地方財政の情況報告」は地方財政委員会設置法第 14条の規定により，毎年，内閣総理，大区
衆参向院議長にたいしてなされる「白地方財政由選jである。

注1) この内訳lヱ， (1)給与ベース改訂分43億円， (2)年末手当分45億円， (3)教員級別絡付基準改訂によ
る域5fjな円である。

注2) これを所管別に示しておけば， (1)文部省関係4億円， (2)重量林省関係9億円， (3) P学生省関係32億
円である。

注3) 臨時的経授の;地方負担増は 196億円で，これをすべて地方伎で搭援しているわけである。
ii 4) 地財委は， r昭和25年度における地方財源追加額に関するなy1.tfl' J (25. 11. 25地防委第397号，地
方財政委員長発)では，平衡交付金83億円案を勧告していた。淡中では，給与関係授は 93億円
であるが， これさど 88億円として，経営的経草壁土訟を 123億円とみつもり，全体として 25億何少な
くみつもっていたのである(この案については， 自治省『地方財政制度資料』第 4 巻 204~206

ベージ参照してもらいたい)。

また，この他，大蔵省署長が出される郊には，地財委は平衡交付金133億門家をもっていたと
いわれる。 この言十数的根拠については， IJ'昭和財政史JJ16滋(地方財政)422ページ表4-11及び
注2参!隠して欲しL、。
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ニ案は大きな相違を示しているわ重要なのは， 対立が第寸こベース改訂分で政府案が54{j志向

過少， 平衡交付金決定後の法令等による財政需要増(掴の法令によって新たに義務づけられた

事務)では，実に 1/8に圧縮されているn 第二に，経常的経費と臨時的経費に着目すれば，前

者の圧縮は政府案では地f{t委案の 6割に及んでいる。臨時的経費は 84%の圧縮はとどまって

いる。経常的経費とは，主としてベース改訂分であり，臨時的経費は，く表3-めでは内訳が示

されていないが， i)制度改正による増 (55億円)， ii) 25年度発生災害関係復旧費 (90億円)， iii) 

失対事業費増 (20億円)であるの

従って第三に，ベース改訂財源などのきわめて義務性の高い経費についても，圧縮が加え

られていることが政府案の開題点といえるく補注λ

く補i主〉 この時期jは， いわゆる「ベース賃金制Jをとっていたから，給与関係所要額をめぐって 1950年

だけでなく，その後も 1951年納豆(ベース改訂にかかわっての中央一地方の凸凹調整)， 1952年制jJl

(年末手当0.5カ月交給)においても絶えず激しし、争L、になり，地方綴員の給与負担者(なかんずく数

)，cJ，の給与負担者で、ある在日滋府民主)は，そのつど大きな不安を示し，例えば全国知事会などの地方自治体

の述会組織は1(部も)政府は，地方公務員の給与に関し，そのj実態の認定i波びに改訂のJJ針にはなは

だしく適正と統一を欠き，われわれさどしてその処置に迷わしめ， ~又多数!隊員をして徒らに不支に陥ら

しめていることは淘に遺憾に堪えなし、J(百三 I;ßJ知事会 10 年史・資料篇~ 351ページ。約千f県財政の危

機打倒と給与の改訂に関する要望J(26・12・11))と強L、不満た示す!Ji態がつづくのであるの

かかる事脇工，平衡交付金時代をつうじてよ宇品企ふるとろ品目7L，主夫 itiV=-~中 tそ~~hJ;'i
とL、う状況(都道府県の形式的赤字以1体数は26，27， 28年にはそれぞれ15，35， 39 lil体とふえ 5大
l山h行命で

記しておきたい。

とくに第三点に関しては，当時，全国知事会の計数によってもベース改訂財源は43億円 (1951

年 1月から突施)とされていたことめ， 政府のベース財源推計は， 地方公務員の平均給与単価

が国家公務員のそれより約 1，000円高いのでその分を縮少するという閣のベース賃金政策をお

りこんだものであることに注意したいn

つぎに1951年度の平衡交付金総額についてみておきたいわ結論的にいえば， ここでは，

平衡交付金発足にあたっての課題，問題がむしろ矛居を拡大して展開しているといってよい。

その結果，まず問題となるのは， '50年度かぎりの特舗とされていた単位費用の地方財政委員会

規則による規定の方法が延長され単位費用法定主義が実現されていないことである (11地方財

政平衡交付金法の一部改正に関する法律』昭和初年S月日法律第133号)く補注〉わ

〈補注〉 この法律改改正の当初予〉与されていた法案の中には， r基準財政i以入額の2tk己に片3l、る基準税ネ
を襟準税率の百分の〆むすかから可分の八 l'に改めることjとL、う改ぷJJJJ:入っていたが， 主義議過程(衆

議院は原喜美通過。 参J議糸院士池也方行政委t員ミ会で修I正とム。 その後修正誌一=削除でで、j法去tは土成」立工)において修i正五され，

7均0%も方式が維持された。審議i過盈税

さらにへらすための r~苛5肉の策として2基左司準t税率をiよニげたのでで、はないカか、づJ (ぽ[fU昭討和;ωはi政改n凶6宅冶巻s主ム4必81ベ一ジ)
との:窓な怠、 E兄4が l出H されている。 i総吉額!庄虫絡の主品対結}J品!j!-l~が，単位佼}誌のみならず，必海i税率の変更という形におい

ても1:1:'，ていたことにitBしておくべきである。
なお，同法案の改正婆点、及び審議過程での論)#，は， [f持活和財政史~ 16巻480-48ページ参照。

さて， 1951年度当初において地財委の推計した新規財政需要額はく表3-わであるの地si
委はこの推計から平衡交付金 1，358器内案を出す (1950年 11月 24日に行なわれた地方財政王子
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〈表3-2) 1951年度新規財政需要査員見事寄り(地財委署長) (主幹依・Ii万円)

率 項 j議加総額 E議E事檎助金 起僚その他;地方負担分

L ベ ス改訂iこ要する以g 17，701 17，701 

2. 年米手当に要する増 5，390 5，390 

3. 数理主及の特別俸給表切怒による機 2，267 2，267 

4 政府施主手に{半う地方経要望の耳目 21，556 10，781 233 10，522 

(イ)A系統の行政資
ロ) B系統の行政変 17，873 7，092 

5. 3巴li!数， 人口数の増加に伴う地方滋出土器 2，517 2，517 

6. 公{寅裂の減 A 3，268 A 3，268 

7. 臨時卒業費の土器 50，540 12，000 21，300 4，671 

8. 使用料・手数料・その他の増収 1，804 A 1，804 

9. 税収入の減少額の 30%土器 A 580 A 580 

百十 96，713 35，350 22，757 38，606 

注) 自治省『地方財政制度資料』第4巻202-203ベージより作成。

衡交付金法第6条②にもとづく地財委の内閣への「勧告J)。すなわち，く表 3-2)の地方負担分

38，606 (百万円)ベ1)に， 25年度既定財政規模 221，760(百万円)一(2)を加えて 26年度の財政規

模とするの ここから初年度中の節約分を 8，018(百万円)一(3)とみて， 26年度の基準財政需要

額は 252，354(百万円)((1)十(2)一(3))一(イ)となる。

一方これに対して基準財政収入額は，地方税収入見込 (190，026百万円)の 70%で 133，014

百万円一(ロ)となる。 さらに不交付団体の超過額(基準財政収入額が部定された基準財政需要

額を上回る団体のさ当該超過額で， これは全国的見地からみれば地方団体全体の財源になる)が

2，953 (百万門)一(ハ)であるから 26年度の普通交付金は， 122，293 (百万円)((イ)一(ロ)十(ハ)) 

となり一(ニ)，王子衡交付金総額は 153，881(百万円)((ニ)x 10/9)となるのである。

しかし 結論的には， この段階の 1，358寵円案は地財委によって徹田され (W昭和26年度

地方財政平衡交付金の総額に関する回答jJ1951年 1月 11日)，その後， 1，209億円案を勧告する

ことになる ('51.1. 12)。地財委は，この 1，209龍円をもって第 10回会への政府予算提出 (1月

23白)の直前まで政府案 (1，100鰭同案)を批判し，抵抗しつづけるが，最終的にうけいれられ

ず， 1951年震の平衡交付金は 1，100{i意向と決定されることになるのである。両者の対立(地財

委案は l月 12日勧告)を示したのがく表 3-めである。

1951年度の平衡交付金総額をみていく場合， 指摘しておきたいのは， 1951年度予算の編

成にあたってすでに政府においては地方経費に対してこれをど圧縮すると L、う方針が明確になっ

ていたことであるの地財委の先の二つの総額案及び「シャウプ二次勧告J(1950年9月紅白)の

1，300 t意向勧告もすでに 1951年当初の時点ではすでに政府の方針とは全く反するものとなって
いたので、ある。

この賠の政府の方針について簡単に整理しておくの 1950年4月訪日池間勇人蔵相は，早

期講和， ドッジラインの緩和等のための交渉のため渡米し ドッジと会談している。その内容

について「ドッジメモ」はつぎのようにつたえているの「彼(池田蔵柑を指す一筆者)は，新地

方税法による税収はシャウプの見積りをかなり超えている。また地方政府の支出がおしなべて



〈表3-3> 地財委終設勧告と政府署長との比絞 (26.1.12) 単位・百万円)

事 演 i地財委勧告 A! 政府案 B ( A-B 
(1) ベース改訂 17，682 15，949 1，73¥; 

(2) 年末手当 5，801 721 5，080 

(3) 教員待遇改善 2，267 1，345 924 

(4) 共済組合負担金 1，397 1，397 

(5)恩給 1，031 1，031 

(6) 国の施策に伴う地方負担地 9，551 7，797 

{~系統 榔(1，651 
B 系統 l6，146 l 6，146 

(7) 小学校生徒の自然土器 2，517 6，740 
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(8) 公債費の減

(9) 地方選挙による増

倒) 公共事業害事に伴う地方負担機i一時的戸)災答

ハ)失対

ニ)単独

ム 3，268

2，007 

ム 3，597

2，007 

29，688 28，968 

19263 
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5，337 
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注) 1. 地方財政委員会『地方財政の情況報告jJ(26年)別表16より作成。

2. カッコ内は， 11昭和財政史jJ16宅金(地方財政)465ページ。

浪費的であるため，危険であり，現状では地方の利用しうる資金を削減することが望ましい。

地方政府はたとえば資金増大を求めている預金部からの貸付けは管理し 統制しうる(地方積

の統制をさす一筆者)。彼はこの税制改正案は再検討され，税紋は前述の理由により削減される

ことが必要と考えている。彼はシャウプと会談するはずであるJ2)。地方支出な全体として小さ

く庄縮していく政策は，歳入国では地方税削減，王子衡交付金圧縮としてあらわれてくるのであ

るく補注入

〈補注〉 地方税法についていえば，第7国会提出前の政府の r:il!!.方税法改正案J(2 Jl 11日閣議決定)は，
付加価値税率，市町村氏税標準税率， I益定資産税率，不動産評価倍数などを中心に司令部との折衝が

行なわれるが，政府の地方税削減(例えば市町村氏税の標準税喜容を 18%から 15%に引きさげるなど)

に対して司令部は仔勧告』の原則の逸脱Jとして許可しなかった (11昭和財政史jJ16巻353ページ)。

従ってこれをうけて， 1951年度当初予算の編成方針は r地方財政については国と同調し
て行政の合理化と経費の節減とに努めるとともに地方自治の本旨に従い，国と地方の事務及び

経費の負担区分の確立を国ることのなお災害復!日費の全額国庫負担の制度はこれを廃止するこ

とJ(1950年 7月11日「昭和 26年度予算編成方針J)3lとされ，前述ではふれなかったがこの方

針の下に平衡交付金 1，100億円案を下回る 1，080鰭円案が出されてくるのである(r昭和 26年
度地方財政についてll)。 これはまさに「前年の『シャウプ勧告』が 25年度に 1，000億円の地

方歳出の増加を見込んだことに対して主として歳出の分析からのシャウプ批判であり， ドッジ

会談における池田発言を積極的に裏づけるもので、あった戸。
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ここには， 1951年当初の地方財政についてすでに，閣の財政政策が全体として資本蓄積へ

と傾斜する中で， r国と問調Jすべき地方財政は，資本蓄積の観点からは，むしろ「浪費的」で
あって，それゆえ，間態財政の立場からの地方経費圧縮の基本政策が明確になっているのであ

るのここから結論的にいえば， 1950年補正， 1951年当初においても，闘の地方財政圧縮の政策

の下で，平衡交付金総額は， -1'分確保されず，法の運用の面でも，ひきつづき，讃上げ方式は

実現されないことになったのであるの

第ニ節 1950年・ 1951年度の教育費義準財政需饗額の分析

(一) 1950年度の平衡交付金発足にあたって，従来，負担金ないし補助金の伴ったものと

そうでないもの，さらに同じく補助，負担金の伴っていたものでも，閣の立場からみて重要で

あるものとそうでないものとがそれぞれちがった割合で、庄縮を加えられて基準財政需要額に見

込まれ，平衡交付金に吸収されたことは，先に論じたのここでは，このような操作が教育費に

どのような影響を与えているか，いくつかの点に限ってみていく。

まず， 1950年度の平衡交付金総額問題の検討でみたとうり， 1950年度の基準財政需要額

は2，280億丹となる(基準財政需要額=平衡交付金のうち普通交付金十基準財政収入額という

算式により基準財政需要額出1，050xO.9十1，908xO.7すなわち2，280億丹となる)。 このうち詑

来，国庫補助・負担金の伴っていたもので優先的に全額，基準財政需要額にみこまれたもの

は， 654億円であったから残りの基準財政需要額1，626億円が， 国庫補助・負担金の伴わなわ

ない経費の基準財政需要額となる。いいかえれば，補助・負担金の伴わない経費は，あらかじ

め決定された基準財政需要額から，優先的に見込まれた経費の基準財政需要額を差引いた残り

の分におしこまれたわけであるの従ってここから，これらの補助金・負担金の伴わない経費

(教育費の場合，これらの経費は市町村分に多いことに注意)の基準財政需要額の庄縮は，これ

らの経費の単位費用の庄縮となってあらわれてくる。

この単位費泊の圧縮はどの程度のものになるだろうかのまず，全経費の標準財政需要額

(これについては第一章で既に述べた)は2，958鰭円で，これに対応する基準財政需要額は2，280

億であり， この 2，280寵円のうち，擾先的に確保された分が654億円であるから，国庫補助・

負担金の伴わない経費の標準財政需要額は， 2，304露門となる。 ところでこれらの経費の基準

財政需要額は今みたとうり 1，626億円であるから，これは，標準財政需要額の 70%に相当する

ことになる。つまり，国庫補助・負担金の伴わない経費の基準財政需要額は，一般財源(地方

税と王子衡交付金)によって達成されるはずの一定の行政水準口標準財政規模より 30%低い行

政水準・行政内容に匝縮されたのである。この圧縮の影響は，単位費用の中にもちこまれるか

ら，それゆえ，補助・負担金の伴わない経費の単位費用も， 王子均70%の縮をうけることに

なったのである。

実際は，このEE締は，都道府県分の単位費用と市町村分のそれとでは呉った割合で、行なわ
れ閤庫補助金の伴わない経費の単位費用は，都道府県の場合では，金額保障の経費が多い

ので， 標準的経費の 65%に圧縮し(庄縮率65%の意味一筆者)， 市町村の場合は75%にした

のである(圧縮率75%の意味一筆者)f)o1950年度の庄縮は以上のとうりであるが， 1951年度

も同様の形で平衡交付金の決定がなされたことから，当然，単位費用のEE縮，基準財政需要額

の圧縮が行なわれている。これをく表3-4)に示しておく。

つぎに，基準財政需要額と王子衡交付金との関係を教育費についてみたのがく間一1)である。
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く褒3-4) 1951年度の基準財政繁華さ額の圧縮 (単位・千円)

者fi巡府民1分

圧縮率 (AjB)

68.1 

市町村分 134，021，423 112，922，425 84.2 

i:t)地方財政委員会事務局総『昭和26年度地方P.iJE';:平衡交付金紛度解説JI(地方財
務協会)上宅金26-28ページより作成。

〈図-1) 1950年度の平衡交付金と基準財政言需要綴の関係 (単位・億円)
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注) 内藤後三郎『教育財政JI156ページより借りた。五十数の誤ワは訂正しである。

図で都道府県分の A493，A 16とは， 25年に予定していた義務教育費国庫負担金とその地方負

担分をあわせた教員給与費にほかならない。

Aは全額基準財政需要額にみこんであるからそれ以外のもの却ち，都道府県分の B，にあ

たる高校費の給与費をのぞいた部分，その他の教育費，及び市町村分の全経費の全体が庄縮さ

れることになるわけである。

さてつぎに上のような形で出された単位費用によって保障された教育費がどの程度

実諜の教育費をカヴァーしているかをいくつかの点にかぎってみていきたいのこのことは，逆

にいえば基準財政需要額，単位費用の庄縮の影響をみておくことでもある。まず， 1950年度の

教育費の基準財政需要額の詳細を示せばく表3-めである。 これに対して補正後の測定単位

(児童数・生徒数)は，小学校， 10，901，147人，中学校5，031，707人，高校1，626，396人であるか

ら，く表 3-5)での都道府県分と市町村分の基準財政需要額を児童・生徒一人あたりになおせ
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〈表3-5> 1950年度(当初)の教育費姦準財政策姿領内訳及び1人あたり換算額

(単位・千円， f守)

一、------- 都道府県分 市町村分
都送府県分・ 合計の 1人
市町村分合計 あたり換算

学 校 喜望 31，640，750 11，648，915 43，289，665 (児童数10，901，147人)
3，971円

中 寸点以一. 校 霊堂 19，641，614 9，694，945 29，336，559 (生徒数5353，O03門1，707人)

高等学校夜 7，664，158 865，317 8，529，475 (生徒数4，917，682円6，396人)

その他の教育費 5，952，633 4，491，859 10，444，492 

メEbEh 言十 64，899，155 26，701，036 91，600，191 

注) 内藤『教育財政Jl181ベージより。

く表3-6> 1949年度小学校教育費実綴 (単位・門)

1.公 費 42，031，773，285 3，847 87.2 

(30附 41，551

源 i
市町村分 11，947，131，734 1，093 28.4 

長オ
2. 寄 付 5，213，019，547 477 10.8 

3. 起 僚 972，738，675 89 2.0 

4. 総 百十 48，217，531，507 4，413 100 

a. 消費的支出 41，867，285，323 3，832 86.8 

b. 資本的支出 6，208，713，880 568 12.9 
支 出 i

C. 債務償還 141，532，304 13 0.3 

d. 合 言十 48，217，531，507 4，413 100 

注) 内藤『教育財政Jl183-184ベージによる。

ば，小学校児童一人あたり 3，971円，中学校生徒一人あたり 5，830円，高校生徒一人あたり 4，987

円となる。

一方， 1949年度の小学校，中学校，高校の各学校費の一人あたり実績はそれぞれく表3-6)，

く表3-7)，く表 3-8)である。これらの表では，すべて公費のみの教育費実績であるから，先の

一人あたり経費(単位経費)とくらべてみる。小学校で、は， 平衡交付金の保障する教育費は，

かろうじて消費的経費をまかなう程度のものにすぎないことがわかる。消費的経費の中の内訳

は， 24年会計の『地方教育費の調査報告書』によれば，小学校の場合，給与費とそれ以外との

比率は， 2，551円と 1，647門となっているから，消費的経費中では給与費は， 6割以上を占めて

いるのである。従って，平衡交付金の保障した教育費は， 6割以上が給与費ということになる。

ちなみに市町村分の基準財政需要額を一人あたりになおせば， 1，068円となって，く表3-6)の

市町村支出でみた一人あたり 1，093円を下回っている。中学校についてみると，平衡交付金で

みている一人あたり 5，830円は公費で賄う消費的支出一人あたり 5，209円を上回っているが，

これは，平衡交付金による保障が高いことを意味しない。く表3-7)ではむしろ，中学校建築へ
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〈表3-7) 1949年度中学校教育費焚綴

へ¥( 総 宮貫

1.公 要望 35，011，254，110 7，280 83.6 

市町村分 15，150，405，096 3，150 43.3 
耳す 源

之容 付 5，226，925，610 1，087 12.5 

3. 起 告費 1，636，898，819 341 3.9 

4. 総 言十 41，875，078，539 8，708 100 

a. 消費的支出 25，050，265，799 5，209 59.8 

b. 資本的支出 16，499，771，057 3，431 39.4 
支 出

C. 僚務償還 325ρ41，683 68 0.8 

d. 合 言十 41，875，078，539 8，708 100 

注) 内藤『教育敗政JI184ベージによる。

〈表3-8) 1949年度予言校費(全日制・定時制合計)笑綴 (単位・円)

総 額 児童一人あたり (50) 

1.公 費 13，233，942，499 9，689 84.8 

(附欄揃
市町村分 1，891，862，103 1，385 14.3 

fl;j" 源
2. 容 付 2，259，260，954 1，654 14.5 

3. 起 告費 109，078，269 80 0.7 

4. 総 言十 15，602，281，722 11，423 100 

a. 消費的支出 13，362，810，788 9，783 85.6 

b. 資本的支出 2，225，845，647 1，630 14.3 
交 出i

C. 債務後遼 13，625，287 10 0.1 

d. 合 言十 15，602，281，722 11，423 100 

注) 内藤『教育財政JI185-186ページより。%欄中，ネの 85.7%は70.5%の誤りなので訂正してある。

の資本的支出が大きいことに住意すべきである。く表 3-7>において， 寄付・起鏡(合計 1，428

円)がすべて資本的支出にあてられたとしてもなお， 市町村・都道府県の一般財源え003円が

資本的支出にまわっていることになるのこの資本的支出中の一般財源を消費的支出とあわせる

と，平衡交付金の一人あたり基準財政需要額5，830門は，むしろきわめて小さいものとなるの

である。

高校についてみると，消費的経費の半分たらずに保障はおちこんでおり，王子衡交付金の保

障がきわめてひくいことが指摘される。 高校の場合，授業料収入がこの当時平均 2，400丹とい

われ7) この分をすべて消費的経費(学校教育活動に伴う経常的運営費，需要費などとして)に

ふくめるとしても，なお消費的支出をカヴァーすることはできない。学校経費別でみると，

小・中学校経費にくらべて高校経費の位置づけが低いといえる。

今度は，先にみた都道府県分と市町村分の圧縮の差のあらわれ方のちがいを別の角度から
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みてみる。小学校の場合，く表3-めから，都道府県分の基準財政需要額一人あたりは2，902円，

同じく市町村分のそれは， 1，068円である。小校学教育費の一人あたり実績を文部省!i'25年会

計地方教育費の調査報告書』からみると，市立小学校の場合，都道府県支出金3，674円，市町

村支出金 1，844円，町立小学校の場合，陪じく 3，049円， 1，560円，村立小学校の場合，関じく

3，591円， 1，718円という実績を示すへ設置別で多少ちがし、があるが，一人あたり換算でみた

場合でも，基準財政需要額は，実績とくらべて庄縮されたものになっていることがわかる。都

道府県分基準財政需要額は，都道府県支出金の 78%(市)， 95% (町)， 80% (村)にあたり，同

じく市町村分基準財政需要額は，市町村支出金の 58%(市)， 68% (町)， 62% (村)にあたる。

従って， ここから①都道府県分と市町村分の庄縮のちがいは前にみてきた市町村分と都道府

県分の基準財政需要額の圧縮がちがって行なわれた事実と一致すること，及び@先にみた市

町村分と都道府県分の基準財政需要額任縮，単位費用庄縮の影響が，児童一人あたり経費とい

う別の側面からも緩められたことを示している。

以上の分析は， 1949年度の地方教育費支出実績との比較であったことに注意して欲しい9)0

1949年度との比較で得られたた上のいくつかの結論は， 1950年度教育費との比較では，当然，

王子衡交付金の教育費保障の内容・水準はより劣悪なものとして現われてくることになる。この

点を確かめておく。 1950年度の教育費(地方)支出実績を各学校児童・生徒一人あたりに換算

したもの(単位経費)をかかげておけばく表3-めである(ただし消費的支出の単位経費であ

る)01950年度には小学校児童一人あたりの消費的支出は4，500円，同じく中学校では5，950円，

荷じく全日制高校では9，748円まで高まっている。 1949年との比較では，王子衡交付金の保障す

る教育費は，小学校の消費的支出分はかろうじて保障しえるとしづ結論がえられたが，ここで

は，小学校の消費的支出さえ保障しえないものとなっているの中学校についても，資本的支出

にあてられた市町村一般財源を考慮にいれない場合でも，すでに，消費的支出すら保障しえな

いものとなっているの

つぎに， 1950年度の教育費基準財政需要額と都道府県予算との関係をまとめの意味

でみておきたいわ先に述べたように，市町村分の基準財政需要額にくらべて都道府県のそれは

庄縮された割合が小さし、から，平衡交付金による都道府県分の教育費は市申村にくらべて“優

遇"されているように考えられるがこの点をみてみる。 まず1950年度の都道府県教育予算と

基準防政需要額との対比を団体数加にみたのがく表3-10>であるの小学校費，中学校費につい

ても不足を生ずる府県，いいかえれば，基準財政需要額分では，小・中学校費すなわち教員給

与費を賄うのに不足する府県が，それぞれ， 13， 19あらわれていることに注意したいのこれは

三平一竺l事一一旦21明白土?恒一片岡
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〈表3-10) 都送府県予算と議機財政需要銀 (25年度)

注) 全図教育財政協議会審議『教育財政華客JI95頃ページより。

〈表3-11) 給与単価突指調べ (25年9月末現在)

上位4県と単価 下位4際と単価

1.東 京 (ニ級叩5円
1.婿 3i: 5，212円

三級 7，369円 2. 秋 間 5，263円
小学校教員 2. 大 阪 6，824円 3. 茨 城 5，359円

3. 長 事F 6，708円 4. 高 う(il 5，361円
4. 兵 熔 6，630円

1. J友 五 (ニ級叩
1. 君主 回 5，684門

三級 7，369門 2. 請I守さ 森 5，800円
中学校教員 2. 兵 Jlii 6，950円 3. 徳 善寺 5，826 Fl 

3. 京 制i 6，844円
4. 鳥 JfJ/. 5，828円

4. 大 liliZ 6，737 Fl 

注)全盛教育財政協議会編『教育財政要項JI93-94ベージより作成。

一部では， 当該都道府県の教員給与単価の高低が問題となるが， (この点は， のち若干吟味す

る)，基準財政需要額の不足が指摘されなければならないのく表 3-10)では出ていないが，この

不足県は，なかんすやく大都市をもっ府県に集中してあらわれている。実績でみると「東京都

の19億不足を最高に，大阪府の 8億9千万円，京都府の 5億8千万円，愛知県の 4f;意6千万

円等の不足を生じているJ10)といわれる。またく表 3-10)では，これまでみてきた， 1950年の

操作，部ち，経費の種類によって基準財政需要額の取扱いにランクをつけるとし寸操作が，

校別経費，その他の教育費の関に端的にあらわれている。とくに高等学校費，その他の教育費

では， 基準財政需要額圧縮の影響が明瞭にあらわれているといえる。「その他の教育」費の場

合， r基準財政需要額を 100とみた場合(支出実績が一筆者)， 200以上を示すものが 14府県も
あるJll) といわれ， この分野での基準財政需要額圧縮がいかに大きく影響しているかを示して

し、る。

(四) 以上，いくつかの点にかぎって基準財政需要額分析を行なってきたが，最後に， 平

衡交付金の調整財源として機能(財政調整機能)の側面について一つだけ分析をしておきたい。

く表3-11)は， 1950年 10月における全国の都道府祭教育委員会調査課長会議資料による 9月

末現在の都道府県別教育給与平均単儲の上位，下位それぞれ4県ずつの比較である。小学校で

みると東京と埼玉の間には， 2.2倍(二級の場合)ないし1.4倍(三三級の場合)の差があり，大阪

と比較しても1.3倍以上の差がある。同じことを中学校についてみると，東京と秋測の間には，

1.97ないし1.29倍の謹があり，兵庫と秋田の間でも1.22倍ほどの差が出ている。ここでは，各

都道時燥の教員構成(年齢，学歴，勤務年数など)を考鹿していないとは， いえ， 以上でみて

きた議は(東京をのぞいても)依然として大きいといえる。 ここでは，第一に，平衡交付金の

もつ財政調調整機能は，教脊給与費でみた場合，給与単価の設は， 1.2~1.3 倍を上回る差があ
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り，その機能が十分達せられていないこと，第二に，これは，平衡交付金算定・配分の技術的

問題(例えば捕正係数などの改善)であると同時， この時点では， 先にみたように都道府県分

基準財政需要額のEE縮など全体として平衡交付金の総額の問題でもあることを確認しておき
たい。

〈注〉

1) [f'会淘知事会十年史JJ(資料綴)325ページの計数による。

2) このドツジメモは『昭和財政史JJ16巻360-361ベージによる。傍点は筆者のもの。

3)間前， 435ベージ。

4)間前436ベージ。

5)間前436ページ。この「昭和26年度地方財政についてJ(歳計・地方財政係)というジャウプ批判の全
文v:t， [f'昭和財政史JJ16;'/金436-444ページにのせられている。要点は，シャウプの 25年度地方歳出見

積は大きすぎること，戦前(昭和9年)と戦後(沼和24年)の地方財政の比絞では，後者は， 1，200億円

の減少を示しているが，その原閣は公債裁の減によるものであり，これをのぞけば，地方財政規模はむ

しろ 170億円の増加を示していること。したがって地方税400億円増は不必要であること，平衡交付金

は 1，050億円でも大きすぎ，削減すべきこととなっている。

6)教育財政研究協議会『教育財政婆項JJ141ベージ。

7) 内務事幸三郎『教育財政JJ182ベージ。

8) 文部省『地方教育費の鋳査報告JJ(25年会計)33ページ表9より。

9)以上の分析は内藤間前者の資料合中心的に使用した。本文でも断っておいたが，内藤資料は， '49年の主主

ブ7教育費実絞であることに注意したいの
本文の後述では，基数財政察要額一人あたりと '50年度実綴の比較を行なっているが，これも厳密に言まえ

ば，ここで問題にしている基準財政需要領は '50年当初の平番号交付金 (1，050億円)のものであるから，問

題はのこる。

10)教育財政研究協議会『教育財政要項JJ(昭和26年10月)95ページ。

11) 間前95ページ。

く小論のまとめ〉

さて以上， いくつかの点にかぎってみてきた 1950・1951年度の王子衡交付金総額， 教育補

助金，及び教育費の基準財政需要額の分析について小論全体の明らかにしてきたところをまと

めておきたい。

① 制度発足にあたって平衡交付金があらかじめ上から決定されたことから，基準財政需

要額が一定の枠の中におしこまれる結果となったことの

② その場合，基準財政需要額の中身をみると，ーさ容に圧縮されて，平衡交付金中に措置

されたのではなし経費の種類，都道府県と市町村の相違などによって臭った割合で、圧縮の操

作が行なわれていることの

@ 同時に重要なのは，どの経費をどれだけ配縮して見込むかは，吸収された補助金・負

担金の性格，当該経費に対する閤の行政機関の政策上の位置づけが強く反映していること。

④ ①のことを地方財政平衡交付金法及びその運沼の商からみるならば，当然のことなが

ら法の予定した王子衡交付金の「積上げ方式Jは実現されないことになるわこのことは基準財政

需要額を規定する単位費用，設u定単位，補正保数のいずれもが法律によって規定されず，地方

財政委員会規則にゆだねられるという法の運用に示されているの同時にこのような法の運用は

一部では，地方財政委員会が，問委員会に保障された内閣への勧告権，障の予算への委員会勧

告の付記権など，地方自治体の利益を国政一中央政府へ反映させる機構上の民主主義を活用し
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ながら，絶えずかかる法の運用に強い抵抗をつづける過程でもあるの

⑤ 平衡交付金による教育費の保障という点からいえば，教育費への保障は上のφ，②，
③の点からきわめて偏ったものとならざるをえないこと，及び保障の内容・水準がきわめて不

充分なものとならざるを得ないことが切らかにされた。このことは，市町村分の基準財政需要

額の圧縮の様子， 学校経費問(例えば， 小・中学校費とその他の教育費の問)の基準財政需要

額の配分に集中的にあらわれていたn

⑥ 平衡交付金総額の決定過程で切らかにされたように，補助金・負担金の整理・廃止は，

当該補助・負担金を所管する箆の行政機関の地方自治への統制・支配力の後退を意味しそれ

放補助・負担金の整理・廃止をどの程度まですすめるかが王子衡交付金の大きさを決定するにあ

たって閣と地方の間の対立・対抗の基軸になっていたのであるのまた補助金整理にあたって，

中央政府の各省、方のみならず， G.H.Q内部のいくつかのセクションも補助金整理に反対して

いたことも注目すべき事実であるの教育関係補助金についてみると，義務教育費留庫負担金の

王子衡交付金への吸収に典型的に示される事態は，明らかにこの時点での補劫金による関の教脊

支配の後退を示しているn

⑦ しかし同時に，平衡交付金との関連でみた場合，存霞された補助金には¥，、くつかの

財政的「型Jが識別でき，そのうちのいくつかは，平衡交付金とは翌日の涼理(例えば，

展示会費補助の如き，関の事務であるものを機関委任している場合，補助金を交付するという，

機関委任事務への委託費ないし負担金の考え方)で存置されているものがあること(ただ，産

業教育振興補助金の場合でみてきたように，存置裕助金がひきつづき残されたり，さらには拡

大していくのは，教育事務配分の向題だけではなく，存寵補助金と類似する平衡交付金中の当

該経費への平衡交付金の保障の内容と水準にも関連していると考えられる。ここでは，今後の

課題であるから立入ってH今味することは全くできないが， 1953年度に「復活」してくる義務教

育費国庫負損金が，何故平衡交付金から抜き出されて復活してくるのかも，王子衡交付金中の義

務教育費口教員その他の給与費への保障の内容と水準がどのような矛盾をもっていたのかとい

う分析視角から現らかにされる必要があると思われる)。以上である。

以上の諸点を確認して小論全体のまとめとする p

なお，小論は，はじめに述べたように， 1950年度から発足した地方財政平衡交付金が教育

・教育財政の確立，戦後改革期の教育財政の出発にどのような役割を果たしてたのかを明ら

かにすることを課題としたわこの作業は，結局，戦後教育財政改革の特質，教育制震改革の全

体的評価と性格づけ，シャウプ勧告，平衡交付金制度への全体評備を，教育財政 (i出度)研究の

側から明らかにする構想を意闘しつつ，さしあたりこれらの課題解決への基礎作業で、あったp

とはいえ，小論全体が切らかにしたところは多く事実認識にとどまっている。また，平衡

交付金のとりあっかい，分析の閣でもこの制度のもっすべての側面をとりあっかうことはでき

なかった。教育財政分析についても主として教育費の基準財政需要額についていくつかの点か

ら分析を加えたにすぎないわ教育関保補助金の分析では，小論は， 1949・1950年度の教育補助

金の廃止又は存置がどのような論理で行なわれたのかを平衡交付金との関連で明らかにした

が，この揺でいえば1953年に出されてくる義務教育襲国康負担金の復活(法的には1952年に

は復活)の必然性をこれまた平衡交付金との関連で説明することが必要となるの残された側面

の分析は分析の対象年度の拡大とともに今後の課題である。


